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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー組成物を含むトナー組成物流体を、金属板
に設けた吐出孔から吐出させて、液滴化し、該液滴を固化させ粒子化するトナー製造方法
であって、前記液滴化は、振動発生手段が前記金属板に接して一定の周波数で振動を付与
することによって行うことを特徴とするトナー製造方法。
【請求項２】
　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液を、金属板に設け
た吐出孔から吐出させて、液滴化し、該液滴を乾燥させるトナー製造方法であって、前記
液滴化は、振動発生手段が前記金属板に接して一定の周波数で振動を付与することによっ
て行うことを特徴とするトナー製造方法。
【請求項３】
　振動発生手段が圧電体であり、該圧電体の伸縮により一定の周波数で振動される請求項
１から２のいずれかに記載のトナー製造方法。
【請求項４】
　金属板が、開孔径３～３５μｍの吐出孔を設けた厚み５～５０μｍの金属板である請求
項１から３のいずれかに記載のトナー製造方法。
【請求項５】
　金属板が、複数の吐出孔を設けた金属板である請求項１から４のいずれかに記載のトナ
ー製造方法。



(2) JP 4607029 B2 2011.1.5

10

20

30

40

50

【請求項６】
　金属板から吐出される液滴に、誘導荷電により、正電荷又は負電荷を与える請求項１か
ら５のいずれかに記載のトナー製造方法。
【請求項７】
　誘導荷電が、金属板から吐出される液滴を、直流電圧が印加された一対の電極間に通過
させることにより行われる請求項６に記載のトナー製造方法。
【請求項８】
　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液の電解伝導率が、
１．０×１０－７Ｓ／ｍ以上である請求項２から７のいずれかに記載のトナー製造方法。
【請求項９】
　液滴吐出方向と同方向に乾燥気体を流すことにより気流を発生させ、該気流により、液
滴を溶媒除去設備内で搬送させると共に、該搬送中に前記液滴中の溶媒を除去させること
により、トナー粒子を形成する請求項１から８のいずれかに記載のトナー製造方法。
【請求項１０】
　乾燥気体が、空気及び窒素ガスのいずれかである請求項９に記載のトナー製造方法。
【請求項１１】
　乾燥気体の温度が、４０～２００℃である請求項９から１０のいずれかに記載のトナー
製造方法。
【請求項１２】
　溶媒除去設備が、液滴の電荷とは同極性に帯電された静電カーテンで周囲が覆われた搬
送路を有してなり、該搬送路内に液滴を通過させる請求項１から１１のいずれかに記載の
トナー製造方法。
【請求項１３】
　請求項１から１２のいずれかに記載のトナー製造方法により製造されたことを特徴とす
るトナー。
【請求項１４】
　粒度分布(質量平均粒径／数平均粒径)が、１．００～１．０５の範囲にある請求項１３
に記載のトナー。
【請求項１５】
　質量平均粒径が１～２０μｍである請求項１４に記載のトナー。
【請求項１６】
　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液を、金属板に設け
た吐出孔から吐出させて、液滴を形成する液滴形成手段と、該液滴中に含まれる溶媒を除
去することにより前記液滴を乾燥させ、トナー粒子を形成するトナー粒子形成手段とを有
するトナー製造装置であって、前記液滴形成手段が、振動発生手段を有し、該振動発生手
段が、前記金属板に接して一定の周波数で振動を付与することを特徴とするトナー製造装
置。
【請求項１７】
　金属板が、開孔径３～３５μｍの吐出孔を設けた厚み５～５０μｍの金属板である請求
項１６に記載のトナー製造装置。
【請求項１８】
　振動発生手段が、金属板を、溶解乃至分散液の通過と同時に振動させる請求項１６から
１７のいずれかに記載のトナー製造装置。
【請求項１９】
　トナー用材料の溶解乃至分散液が貯留され、該トナー用材料の溶解乃至分散液を液滴形
成手段に供給する貯留手段を有する請求項１６から１８のいずれかに記載のトナー製造装
置。
【請求項２０】
　一の振動発生手段により複数の吐出孔が振動される請求項１６から１９のいずれかに記
載のトナー製造装置。
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【請求項２１】
　金属板が圧電体の伸縮により一定の周波数で振動され、かつ、一の圧電体により振動さ
れる金属板の吐出孔の個数が１乃至３００である請求項１６から２０のいずれかに記載の
トナー製造装置。
【請求項２２】
　金属板を複数個有し、各金属板から吐出される液滴を、一の溶媒除去設備で乾燥させる
請求項１６から２１のいずれかに記載のトナー製造装置。
【請求項２３】
　一定の周波数が、５０ｋＨｚ乃至５０ＭＨｚである請求項１６から２２のいずれかに記
載のトナー製造装置。
【請求項２４】
　一定の周波数が、１００ｋＨｚ乃至１０ＭＨｚである請求項１６から２３のいずれかに
記載のトナー製造装置。
【請求項２５】
　液滴を、搬送路内に通過させることにより形成したトナー粒子の電荷を、除電器により
一時的に中和させた後、該トナー粒子をトナー捕集部に収容させる請求項１６から２４の
いずれかに記載のトナー製造装置。
【請求項２６】
　除電器による除電が、軟Ｘ線照射により行われる請求項２５に記載のトナー製造装置。
【請求項２７】
　除電器による除電が、プラズマ照射により行われる請求項２６に記載のトナー製造装置
。
【請求項２８】
　トナー粒子を捕集するトナー捕集部が、開口径が漸次縮小するテーパー面を有してなり
、該開口径が入口部より縮小した出口部から、トナー粒子を、乾燥気体を用い、該乾燥気
体の流れを形成し、該乾燥気体の流れにより、トナー粒子をトナー貯蔵容器に移送させる
請求項１６から２７のいずれかに記載のトナー製造装置。
【請求項２９】
　乾燥気体の流れが渦流である請求項２８に記載のトナー製造装置。
【請求項３０】
　トナー捕集部及びトナー貯蔵容器が、導電性の材料で形成され、かつ、これらがアース
接続された請求項１６から２９のいずれかに記載のトナー製造装置。
【請求項３１】
　防爆仕様である請求項１６から３０のいずれかに記載のトナー製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真、静電記録、静電印刷等に於ける静電荷像を現像する為の現像剤に
使用されるトナーの製造方法、これにより製造されたトナー、及び前記トナー製造方法を
用いたトナー製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真、静電記録、静電印刷等に於いて使用される現像剤は、その現像工程において
、例えば、静電荷像が形成されている静電潜像担持体等の像担持体に一旦付着され、次に
転写工程において静電潜像担持体から転写紙等の転写媒体に転写された後、定着工程にお
いて紙面に定着される。その際、潜像保持面上に形成される静電荷像を現像する為の現像
剤として、キャリアとトナーから成る二成分系現像剤、及びキャリアを必要としない一成
分系現像剤（磁性トナー、非磁性トナー）が知られている。
【０００３】
　従来、電子写真、静電記録、静電印刷などに用いられる乾式トナーとしては、スチレン
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系樹脂、ポリエステル系樹脂などのトナーバインダーを着色剤などと共に溶融混練し、微
粉砕したもの、いわゆる粉砕型トナーが広く用いられている。
【０００４】
　また、最近では、懸濁重合法、乳化重合凝集法によるトナー製造法、いわゆる重合型ト
ナーが検討されている。この他にも、ポリマー溶解懸濁法と呼ばれる体積収縮を伴う工法
も検討されている（特許文献１参照）。この方法はトナー材料を低沸点有機溶媒などの揮
発性溶剤に分散、溶解させ、これを分散剤の存在する水系媒体中で乳化、液滴化した後に
揮発性溶剤を除去するものである。この方法は懸濁重合法、乳化重合凝集法と異なり、用
いることのできる樹脂に汎用性が広く、特に透明性や定着後の画像部の平滑性が要求され
るフルカラープロセスに有用なポリエステル樹脂を用いることができる点で優れている。
【０００５】
　しかしながら、上記の重合型トナーにおいては、水系媒体中で分散剤を使用することを
前提としているために、トナーの帯電特性を損なう分散剤がトナー表面に残存して環境安
定性が損なわれるなどの不具合が発生したり、これを除去するために非常に大量の洗浄水
を必要とすることが知られており、必ずしも製法として満足のいくものではない。
【０００６】
　これに代わるトナーの製造方法として、圧電パルスを利用して微小液滴を形成し、さら
にこれを乾燥固化してトナー化する工法が提案されている（特許文献２参照）。更に、ノ
ズル内の熱膨張を利用し、やはり微小液滴を形成し、さらにこれを乾燥固化してトナー化
する工法が提案されている（特許文献３参照）。更には、音響レンズを利用し、同様の処
理をする方法が提案されている（特許文献４参照）。しかしながら、これらの方法では、
一つのノズルから単位時間あたりに吐出できる液滴数が少なく、生産性が悪いという問題
があると同時に、液滴同士の合一による粒度分布の広がりが避けられず、単一分散性とい
う点においても満足のいくものではなかった。
【０００７】
【特許文献１】特開平７－１５２２０２号公報
【特許文献２】特開２００３－２６２９７６号公報
【特許文献３】特開２００３－２８０２３６号公報
【特許文献４】特開２００３－２６２９７７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、かかる現状に鑑みてなされたものであり、従来における前記諸問題を解決し
、以下の目的を達成することを課題とする。即ち、本発明は、トナーを効率よく生産する
ことができ、更にこれまでにない粒度の単一分散性を有した粒子であることにより、流動
性や帯電特性といったトナーに求められる多くの特性値において、これまでの製造方法に
みられた粒子による変動の幅が全くないか、非常に少ない、電子写真、静電記録、静電印
刷等に於ける静電荷像を現像する為の現像剤に使用されるトナーの製造方法、これにより
製造されたトナー、及び前記トナー製造方法を用いたトナー製造装置を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記課題を解決するための手段としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー組成物を含むトナー組成物流体を
、一定の周波数で振動させたノズルから吐出させて、液滴とし、該液滴を固化させ粒子化
することを特徴とするトナー製造方法である。
　＜２＞　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液を、一定
の周波数で振動させたノズルから吐出させて、液滴とし、該液滴を乾燥させることを特徴
とするトナー製造方法である。
　該＜１＞及び＜２＞に記載のトナー製造方法においては、トナー組成物流体、溶解乃至
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分散液に、一定周波数で振動を与えることで、ノズルから吐出される際に、一定間隔のく
びれが生じ、一定量の液滴が分裂することにより単分散な粒度分布を有する真球トナーを
生成することが可能である。したがって、帯電量分布、流動性等に代表される粉体特性の
均一性に優れており、極めて潜像に忠実な画像が得られる。また、トナー形状の均一性か
ら機械的ストレスが与えられることが著しく軽減されることとなるため、トナーの寿命が
飛躍的に伸び、画質の優れた画像を長期間得ることが可能となる。
　＜３＞　ノズルを振動させる振動発生手段を有する前記＜１＞から＜２＞のいずれかに
記載のトナー製造方法である。
　＜４＞　振動発生手段とノズルとが接し、該ノズルが前記振動発生手段により直接振動
される前記＜３＞に記載のトナー製造方法である。
　＜５＞　振振動発生手段が圧電体であり、該圧電体の伸縮により一定の周波数で振動さ
れる前記＜３＞から＜４＞のいずれかに記載のトナー製造方法である。
　該＜５＞に記載のトナー製造方法においては、一定振動によりノズルから噴出される液
柱に一定間隔の液注のくびれが生じ、液注先端部分で一定量の液滴に分裂することにより
、常に一定の粒子径を有する固体粒子が連続的に生成することができる。
　＜６＞　ノズルの吐出孔が、厚み５～５０μｍの金属板で形成され、かつ、その開口径
が３～５μｍである前記＜１＞から＜５＞のいずれかに記載のトナー製造方法である。
　＜７＞　ノズルから吐出される液滴に、誘導荷電により、正電荷又は負電荷を与える前
記＜１＞から＜６＞のいずれかに記載のトナーの製造方法である。
　該＜７＞に記載のトナーの製造方法においては、ノズルから吐出される液滴に、誘導荷
電により、正電荷又は負電荷を与えることで、静電反発による液滴あるいは固化粒子同士
の合一を起こさず、極めて単分散な粒度分布を保持した粒子を得ることができる。
　＜８＞　誘導荷電が、ノズルから吐出される液滴を、直流電圧が印加された一対の電極
間に通過させることにより行われる前記＜７＞に記載のトナー製造方法である。
　＜９＞　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液のイオン
伝導率が、１．０×１０－７Ｓ／ｍ以上である前記＜２＞から＜８＞のいずれかに記載の
トナー製造方法である。
　＜１０＞　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液の、溶
媒としての電解伝導率が、１．０×１０－７Ｓ／ｍ以上である前記＜２＞から＜９＞のい
ずれかに記載のトナー製造方法である。
　＜１１＞　液滴吐出方向と同方向に乾燥気体を流すことにより気流を発生させ、該気流
により、液滴を溶媒除去設備内で搬送させると共に、該搬送中に前記液滴中の溶媒を除去
させることにより、トナー粒子を形成する前記＜１＞から＜１０＞のいずれかに記載のト
ナー製造方法である。
　該＜１１＞に記載のトナー製造方法においては、液滴吐出方向と同方向に乾燥気体を流
すことにより気流を発生させ、該気流により、液滴を溶媒除去設備内で搬送させるため、
トナー搬送機構も不要とすることが可能となり、新しい現像方法への応用も可能である。
　＜１２＞　乾燥気体が、空気及び窒素ガスのいずれかである前記＜１１＞に記載のトナ
ー製造方法である。
　＜１３＞　乾燥気体の温度が、４０～２００℃である前記＜１１＞から＜１２＞のいず
れかに記載のトナー製造方法である。
　＜１４＞　溶媒除去設備が、液滴の電荷とは逆極性に帯電された静電カーテンで周囲が
覆われた搬送路を有してなり、該搬送路内に液滴を通過させる前記＜１＞から＜１３＞の
いずれかに記載のトナー製造方法である。
　＜１５＞　前記＜１＞から＜１４＞のいずれかに記載のトナー製造方法により製造され
たことを特徴とするトナーである。
　＜１６＞　粒度分布(質量平均粒径／数平均粒径)が、１．００～１．０５の範囲にある
前記＜１５＞に記載のトナーである。
　＜１７＞　質量平均粒径が１～２０μｍである前記＜１６＞に記載のトナーである。
　＜１８＞　少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶解乃至分散液を、一
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定の周波数で振動させたノズルから吐出させて、液滴を形成する液滴形成手段と、該液滴
中に含まれる溶媒を除去することにより前記液滴を乾燥させ、トナー粒子を形成するトナ
ー粒子形成手段とを有することを特徴とするトナー製造装置である。
　＜１９＞　液滴形成手段が、ノズルを直接振動させる振動発生手段を有する前記＜１８
＞に記載のトナー製造装置である。
　＜２０＞　振動発生手段が、ノズルを、溶解乃至分散液の通過と同時に振動させる前記
＜１９＞に記載のトナー製造装置である。
　＜２１＞　トナー用材料の溶解乃至分散液が貯留され、該トナー用材料の溶解乃至分散
液を液滴形成手段に供給する貯留手段を有する前記＜１８＞から＜２０＞のいずれかに記
載のトナー製造装置である。
　＜２２＞　ノズルが圧電体の伸縮により一定の周波数で振動され、かつ、一の圧電体に
より振動されるノズルの吐出孔の個数が１乃至３００である前記＜１８＞から＜２１＞の
いずれかに記載のトナー製造装置である。
　＜２３＞　ノズルを複数個有し、各ノズルから吐出される液滴を、一の溶媒除去設備で
乾燥させる前記＜１８＞から＜２２＞のいずれかに記載のトナー製造装置である。
　＜２４＞　一定の周波数が、５０ｋＨｚ乃至５０ＭＨｚである前記＜１８＞から＜２３
＞のいずれかに記載のトナー製造装置である。
　＜２５＞　一定の周波数が、１００ｋＨｚ乃至１０ＭＨｚである前記＜１８＞から＜２
４＞のいずれかに記載のトナー製造装置である。
　＜２６＞　液滴を、搬送路内に通過させることにより形成したトナー粒子の電荷を、除
電器により一時的に中和させた後、該トナー粒子をトナー捕集部に収容させる前記＜１８
＞から＜２５＞のいずれかに記載のトナー製造装置である。
　＜２７＞　除電器による除電が、軟Ｘ線照射により行われる前記＜２６＞に記載のトナ
ー製造装置である。
　＜２８＞　除電器による除電が、プラズマ照射により行われる前記＜２６＞に記載のト
ナー製造装置である。
　＜２９＞　トナー粒子を捕集するトナー捕集部が、開口径が漸次縮小するテーパー面を
有してなり、該開口径が入口部より縮小した出口部から、トナー粒子を、乾燥気体を用い
、該乾燥気体の流れを形成し、該乾燥気体の流れにより、トナー粒子をトナー貯蔵容器に
移送させる前記＜１８＞から＜２８＞のいずれかに記載のトナー製造装置である。
　＜３０＞　乾燥気体の流れが渦流である前記＜２９＞に記載のトナー製造装置である。
　＜３１＞　トナー捕集部及びトナー貯蔵容器が、導電性の材料で形成され、かつ、これ
らがアース接続された前記＜１８＞から＜３０＞のいずれかに記載のトナー製造装置であ
る。
　＜３２＞　防曝仕様である前記＜１８＞から＜３１＞のいずれかに記載のトナー製造装
置である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によると、従来における諸問題を解決でき、トナーを効率よく生産することがで
き、更にこれまでにない粒度の単一分散性を有した粒子であることにより、流動性や帯電
特性といったトナーに求められる多くの特性値において、これまでの製造方法にみられた
粒子による変動の幅が全くないか、非常に少ない、電子写真、静電記録、静電印刷等に於
ける静電荷像を現像するための現像剤に使用されるトナーの製造方法、及びそれにより製
造されたトナー、及び前記トナー製造方法を用いたトナー製造装置を提供することができ
る。
　具体的には、これまでの粉砕型トナーやケミカルトナーにおける製造方法にみられた粒
子のバラツキによる変動幅が全くないか、あっても殆ど無視できる程度に極端に変動が少
ないものであるといった大きな特徴を有する。これらの特徴の実現は、本発明でしか得る
ことができない特性といえるが、この特性の実現によりはじめて、感光体に形成された潜
像に殆ど忠実な画像を形成することが可能となった。また同様の特徴から長期間に渡りそ
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の効果が持続することを可能とした。すなわち、粒度分布の均一性、形状の均一性、表面
状態の均一性の達成により、電子写真プロセス上設定されたトナー帯電量に達するために
必要な機械的ストレスが非常に少なく、かつ無駄がなくなり、トナー寿命が飛躍的に伸び
たことによるものと推察される。このことにより、画質に優れた画像を長期間にわたり得
ることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
（トナー製造方法）
　本発明のトナー製造方法は、少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー組成物を含む
トナー組成物流体を、一定の周波数で振動させたノズルから吐出させて、液滴とし、該液
滴を固化させ粒子化すること、すなわち、少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用
材料の、溶解乃至分散液を、一定の周波数で振動させたノズルから吐出させて、液滴とし
、該液滴を乾燥させることを特徴とする。
【００１２】
－装置－
　本発明のトナー製造方法に使用される装置（以下、「トナー製造装置」ともいう。）と
しては、本製造方法により、トナーを製造可能な装置であれば、特に制限はなく、適宜選
択して使用することができるが、少なくとも樹脂と着色剤とを含有するトナー用材料の溶
解乃至分散液を、一定の周波数で振動させたノズルから吐出させて、液滴を形成する液滴
形成手段と、該液滴中に含まれる溶媒を除去することにより前記液滴を乾燥させ、トナー
粒子を形成するトナー粒子形成手段とを有するトナー製造装置によるのが好ましい。前記
トナー製造装置は、液滴形成手段が、ノズルを直接振動させる振動発生手段を有し、該振
動発生手段が、ノズルを、溶解乃至分散液の通過と同時に振動させることがより好ましい
。また、トナー用材料の溶解乃至分散液が貯留され、該トナー用材料の溶解乃至分散液を
液滴形成手段に供給する貯留手段を有することがより好ましい。
　前記好ましいトナー製造装置としては、例えば、図１に示すように、少なくとも、前記
貯留手段としてのスラリー貯留器１５と、乾燥容器１０内に設けられた、前記液滴形成手
段としての、ノズル１と、電極２と、前記トナー粒子形成手段としての、溶媒除去設備３
と、除電器４と、トナー捕集部１２とを有し、かつ、図２に示すように、前記振動発生手
段としての圧電体２１を有する装置が好適に挙げられる。
　図１に示したトナー製造装置では、スラリー貯留器１５に貯留された前記溶解乃至分散
液を、液搬送チューブ９を介して、定量ポンプ１４により適宜供給量を調整してノズル１
に供給し、前記ノズル１から液滴１１として吐出させ、該液滴１１を、電極２により帯電
した後、溶媒除去設備３で溶媒を除去することによりトナー粒子６とし、該トナー粒子６
を、除電器４による除電後、渦流７によりトナー捕集部５に捕集して、トナー貯蔵器１２
に搬送するようになっている。
　以下、前記トナー製造装置について、各部材毎にさらに詳述する。
【００１３】
－－ノズル及び圧電体－－
　前記ノズル１は、先にも述べたように、トナー用材料の溶解乃至分散液を、吐出させて
液滴とする部材である。
　前記ノズルの材質及び形状としては、特に制限はなく、適宜選択した形状とすることが
できるが、例えば、吐出孔が、厚み５～５０μｍの金属板で形成され、かつ、その開口径
が３～３５μｍであることが、ノズル１から溶液を噴射させるときに、ノズル１自体に振
動を与えることにより、せん断力が付与され、極めて均一な粒子径を有する微小液滴を発
生させる観点から好ましい。なお、前記開口径は、真円であれば直径を意味し、楕円であ
れば短径を意味する。
　前記ノズル１に振動を与える手段としては、確実な振動を一定の周波数で与えることが
できるものであれば特に制限はなく、適宜選択して使用することができるが、上述の観点
から、例えば、図２に示すように、前記ノズル１が、圧電体２１の伸縮により一定の周波
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数で振動されるのが好ましい。
　前記圧電体２１は、電気的エネルギーを機械的エネルギーに変換する機能を有する。具
体的には、電圧を印加することにより、伸縮し、この伸縮により、ノズルを振動させるこ
とができる。
　前記圧電体としては、例えば、チタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）等の圧電セラミックス
が挙げられるが、一般に変位量が小さいため、積層して使用されることが多い。この他に
も、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）等の圧電高分子や、水晶、ＬｉＮｂＯ３、ＬｉＴ
ａＯ３、ＫＮｂＯ３、等の単結晶、などが挙げられる。
　前記一定の周波数としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、５０ｋＨｚ乃至５０ＭＨｚが好ましく、極めて均一な粒子径を有する微小液滴を発生
させる観点から、１００ｋＨｚ乃至１０ＭＨｚがより好ましく、１００ｋＨｚ乃至４５０
ｋＨｚが特に好ましい。
　前記ノズル１は、１個のみ設けてもよいが、極めて均一な粒子径を有する微小液滴を発
生させる観点から、複数個設け、各ノズルから吐出される液滴６を、一の溶媒除去設備、
図示の例では、溶媒除去設備３で乾燥させるのが好ましい。
　同様の観点から、前記圧電体２１としても、一の圧電体により、該吐出孔を振動させる
のが好ましい。
【００１４】
　ここで、圧電体２１とノズル１とは、図２に示すように、少なくともその一部が接し、
前記圧電体の伸縮による振動が直接ノズルを振動させる構造のものが好ましい。この方法
であれば、一つの圧電体の振動により一つの金属板に設けた複数個のノズルから同時に液
滴を吐出させる場合においても、圧電体の振動を他の媒体、例えば、液室に満たされた液
体を介して振動を与える場合と比較し、より単分散な液滴を吐出させることが可能となる
。これは、液体を介して振動をノズルに与えた場合は、振動がノズルにまで伝わる速度が
圧電体からの距離により異なる為と推測される。このため、複数ノズルを設けた場合、各
ノズルから吐出される液滴にタイムラグが生じることになり、ノズル間で吐出量が異なる
。液室の液体を介して振動を与える方式でも、一つの圧電体の振動で一つのノズルから液
滴吐出させればノズル間のばらつきは相当抑えられるが、生産性を考慮し多数ノズルから
の吐出を行う為には、圧電体数がノズルと同数必要となることから好ましくない。
【００１５】
　図２について更に説明すると、１６は絶縁性基板、１７は液供給流路、１８は直流高圧
電源、１９はＯリング、２０は分散エアであり、圧電体２１が伸縮してノズル１と接触す
ることにより、このノズル１とＯリング１９を隔てて設けられた前記液供給流路１７を介
して供給される溶解乃至分散液を液滴１１とし、分散エア２０により、直流高圧電源１８
より直流電圧を印加した電極２に送給するようになっている。なお、前記直流電圧は、絶
縁性基板１６により電極２以外の箇所に印加されないようになっている。
【００１６】
　前記一の圧電体により振動させるノズルの吐出孔の個数としては、特に制限はないが、
極めて均一な粒子径を有する微小液滴をより確実に発生させるためには、１乃至３００で
あるのが好ましい。したがって、前記ノズル１の個数としては、１～１５が好ましく、前
記ノズル１の吐出孔の個数としては、ノズル１個あたり１～２０であるのが好ましい。
【００１７】
－－電極－－
　前記電極２は、ノズルから吐出される液滴６を帯電させて単分散粒子とするための部材
である。
　前記電極２は、ノズル１に対向して設置された一対の部材であり、その形状としては、
特に制限はなく、適宜選択することができるが、例えば、図２に示すように、リング状に
形成するのが好ましい。
　前記電極２（以下、「リング状電極」とも称す）による帯電方法としては、特に制限は
ないが、ノズルから吐出される液滴１１に、常に一定の帯電量を液滴１１に与えることが
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できることから、例えば、前記液滴１１に、誘導荷電により、正電荷又は負電荷を与える
ことが好ましい。より具体的には、前記誘電荷電が、前記液滴を、直流電圧が印加された
リング状電極の中を通過させることにより行われるのが好ましい。
　更に、前記誘導荷電の方法としては、直接ノズルに直流電圧を印加し、乾燥設備の底部
に配置したアースとの間で電位差を設け、液滴を荷電させることも可能である。この場合
は、スラリー貯留器１５にある導電性のトナー溶解乃至分散液を介し電位をかけることが
できる。スラリー貯留器１５への液供給を空気圧などを利用することで絶縁すれば、比較
的簡易に誘導荷電が達成される。
　気流中の液滴が高荷電状態となることは、エレクトロスプレー法や静電噴霧による微粒
子製造などでもすでに実証されている。この場合、揮発成分の蒸発による液滴の表面積縮
小作用から、固体への帯電よりも高い帯電量を維持させることが原理的には可能であり、
さらに高荷電な固体粒子を得ることができる。
【００１８】
－－溶媒除去設備－－
　前記溶媒除去設備３としては、液滴１１の溶媒を除去することができれば特に制限はな
いが、液滴６吐出方向と同方向に乾燥気体を流すことにより気流を発生させ、該気流によ
り、液滴６を溶媒除去設備３内で搬送させると共に、該搬送中に前記液滴１１中の溶媒を
除去させることにより、トナー粒子６を形成するのが好ましい。なお、ここで、「乾燥気
体」とは、大気圧下の露点温度が－１０℃以下の状態の気体を意味する。
　前記乾燥気体としては、液滴１１を乾燥可能な気体であれば特に制限はなく、例えば、
空気、窒素ガス、などが好適に挙げられる。
　前記乾燥気体を溶媒除去設備３に流す方法としては、特に制限はないが、例えば、図１
に示すように、乾燥気体供給チューブ１３より流す方法が挙げられる。
　前記乾燥気体の温度は、乾燥効率の面においてはより高温である方が好ましく、また噴
霧乾燥の特性上、使用する溶媒の沸点以上の乾燥気体を使用したとしても、乾燥途中の恒
率乾燥領域では液滴温度が溶媒沸点以上に上昇することはなく、得られるトナーに熱的損
傷を与えることはない。しかしながら、トナーの主構成材料が熱可塑性樹脂であることか
ら、乾燥後すなわち減率乾燥領域において、使用する樹脂の沸点以上の乾燥気体にさらさ
れると、トナー同士が熱融着を発生しやすくなり、単分散性が損なわれる危険性がある。
したがって、前記乾燥気体の温度は、具体的には、例えば、４０～２００℃が好ましく、
６０～１５０℃がより好ましく、７５～８５℃が特に好ましい。
　また、図１に示すように、前記溶媒除去設備３の内壁面には、液滴１１が、前記溶媒除
去設備３の壁面に付着することを防止する観点から、液滴の電荷とは同極性に帯電された
電界カーテン８を設け、前記電界カーテンで周囲が覆われた搬送路を形成し、該搬送路内
に液滴を通過させるのが好ましい。
【００１９】
－－除電器－－
　前記除電器４は、液滴１１を、搬送路内に通過させることにより形成したトナー粒子７
の電荷を、一時的に中和させた後、該トナー粒子６をトナー捕集部５に収容させるための
部材である。
　前記除電器４による除電の方法としては、特に制限はなく、通常知られている方法を適
宜選択して使用することができるが、効率的に除電が可能であることから、例えば、軟Ｘ
線照射、プラズマ照射、などにより行うのが好ましい。
【００２０】
－－トナー捕集部－－
　前記トナー捕集部５は、トナーを効率的に捕集し、搬送する観点から、トナー製造装置
の底部に設けられた部材である。
　前記トナー捕集部５の構造としては、トナーを捕集できれば特に制限はなく、適宜選択
することができるが、上述の観点から、図示の例のように、開口径が漸次縮小するテーパ
ー面を有してなり、該開口径が入口部より縮小した出口部から、トナー粒子６を、乾燥気
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体を用い、該乾燥気体の流れを形成し、該乾燥気体の流れにより、トナー粒子をトナー貯
蔵容器に移送させるのが好ましい。
　前記移送の方法としては、前記乾燥気体により、図示の例のように、トナー粒子６をト
ナー貯蔵容器１２に圧送してもよいし、トナー貯蔵容器１２側からトナー粒子６を吸い込
んでもよい。
　前記乾燥気体の流れとしては、特に制限はないが、遠心力を発生させて確実にトナー粒
子６を移送できる観点から、渦流であることが好ましい。
　更に、該トナー粒子６の搬送をより効率的に行う観点から、トナー捕集部５及びトナー
貯蔵容器１２が、導電性の材料で形成され、かつ、これらがアースに接続されているのが
より好ましい。また、前記トナー製造装置は、防曝仕様であることが好ましい。
【００２１】
－－液滴－－
　前記液滴６は、先に述べたように、特定の物質を含有するトナー用材料の溶解乃至分散
液を、一定の周波数で振動させたノズル１から吐出させることにより発生させる。なお、
前記トナー用材料については、別途「トナー」の項を設けて、その中で述べる。
　前記トナー用材料の溶解乃至分散液としては、トナー用材料を、溶解及び分散の少なく
ともいずれかを行ってさえいれば特に制限はなく、適宜選択して使用することができるが
、高い帯電量を維持させる観点から、電解伝導率が１．０×１０－７Ｓ／ｍ以上であるこ
とが好ましい。
　同様の観点から、前記溶解乃至分散液の、溶媒としての電解伝導率も、１．０×１０－

７Ｓ／ｍ以上であるのが好ましい。
　前記トナー用材料を、溶解乃至分散する方法としては、特に制限はなく、通常使用され
る方法を適宜選択することができる。具体的には、スチレンアクリル系樹脂、ポリエステ
ル系樹脂、ポリオール系樹脂、エポキシ系樹脂等のトナーバインダーを、着色剤等と共に
溶融混練し、微粉砕しても良いし、この製造途中で得られた混練物を、樹脂成分が可溶な
有機溶媒に一度溶解させ、これを微小液滴として処理しても良い。
【００２２】
－作用－
　以上の詳細に説明した本発明のトナー製造方法によれば、ノズルの１吐出孔から発生す
る液滴の粒子数は、１秒当たり数万乃至数百万個と、非常に多く、更に吐出孔を多くする
ことも容易である。また、非常に均一な液滴径が得られ、充分な生産性を有する観点から
も、トナーを生産するのに最も好適な方法といえる。さらに、本製造方法では、最終的に
得られるトナーの粒径を、下記計算式（１）により正確に決定することができ、使用する
材料による粒径の変化が殆どない。
〔計算式〕
　Ｄｐ＝（６ＱＣ／πｆ）（１／３）・・・（１）
　但し、Ｄｐ：　固体粒子径、Ｑ：液流量（ポンプ流量とノズル径で決まる）、ｆ：振動
周波数、Ｃ：固形分の体積濃度である。
　トナー粒子径は上記計算式（１）のみで正確に計算することが可能であるが、より簡単
には下記計算式（２）で求められる。
〔計算式〕
固形分体積濃度（体積％）＝（固体粒子径／液滴径）３・・・（２）
　すなわち、本発明により得られるトナー粒子の直径は、液滴を噴出する振動周波数に依
らずノズルの開口径の２倍となる。そこで、上記計算式（２）の関係から、固形分の濃度
を予め求め調整することにより、目的とする固体粒子径を得ることが可能である。例えば
、ノズル径が７．５μｍの場合、液滴径は１５μｍとなる。そこで、固形分体積濃度を６
．４０体積％にすれば６．０μｍの固体粒子が得られることになる。この場合、振動周波
数は生産性の点からより高いほど望ましいが、ここで決定した振動周波数に併せて計算式
（１）からＱ（液流量）を決定することになる。
　これまでの製造方法では、使用する材料によって粒度が大きく変化することが多いが、
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本製造方法では、吐出する際の液滴径と、固形分濃度とを管理することにより、設定した
通りの粒径を有する粒子を連続して得ることが可能になる。
【００２３】
　また、本発明により得られたトナーは極めて均一な粒子径を有することから、トナー母
体における流動性が非常に高い。そのため、製造装置等への付着力低下を目的として外添
剤を加える場合においても、極めて少量でその効果を発揮することができる。ストレスに
よる外添剤の劣化や微粒子の人体への安全性を考えると、このような外添剤を極力使用し
ないことが好ましいので、これも本発明の利点といえる。
【００２４】
（トナー）
　本発明のトナーは、先に述べた、本発明のトナー製造方法により製造されたトナーであ
る。
　該トナーは、前記トナー製造方法により、粒度分布が単分散なものが得られる。
　具体的には、前記トナーの粒度分布(質量平均粒径／数平均粒径)としては、１．００～
１．０５の範囲にあるのが好ましい。また、質量平均粒径としては、１～２０μｍである
のが好ましい。
　前記トナー製造方法により得たトナーは、静電反発効果により、容易に気流に再分散、
すなわち浮遊させることができる。このため、従来の電子写真方式で利用されるような搬
送手段を用いなくても、現像領域まで用意にトナーを搬送することができる。すなわち、
微弱な気流でも充分な搬送性があり、簡単なエアーポンプでトナーを現像域まで搬送し、
そのまま現像することができる。現像は、いわゆるパワークラウド現像となり、気流によ
る像形成の乱れがないことから、極めて良好な静電潜像の現像が行える。また、本発明の
トナーは、従来の現像方式であっても問題なく応用することができる。このとき、キャリ
アや現像スリーブ等の部材は、単にトナー搬送手段として使用することになり、従来、機
能分担していた摩擦帯電機構を考慮する必要が全くない。したがって、材料の自由度が大
きく増すことから、耐久性を大きく向上させたり、安価な材料を使用することもでき、コ
ストの低減を図ることもできる。
　本発明で使用できるトナー材料は、従来の電子写真用トナーと全く同じ物が使用できる
。すなわち、スチレンアクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリオール系樹脂、エポキ
シ系樹脂、等のトナーバインダーを各種有機溶媒に溶解し、着色剤を分散、かつ、離型剤
を分散又は溶解し、これを前記トナー製造方法により微小液滴とし乾燥固化させることで
、目的とするトナー粒子を作製することが可能である。また、上記材料を熱溶融混練し得
られた混練物を各種溶媒に一度溶解乃至分散した液を、前記トナー製造方法により微小液
滴とし乾燥固化させることで、目的のトナーを得ることも可能である。
【００２５】
－トナー用材料－
　前記トナー用材料としては、少なくとも樹脂と着色剤とを含有し、必要に応じて、キャ
リア、ワックス等のその他の成分を含有する。
【００２６】
－－樹脂－－
　前記樹脂としては、少なくとも結着樹脂が挙げられる。
　前記結着樹脂としては、特に制限はなく、通常使用される樹脂を適宜選択して使用する
ことができるが、例えば、スチレン系単量体、アクリル系単量体、メタクリル系単量体等
のビニル重合体、これらの単量体又は２種類以上からなる共重合体、ポリエステル系重合
体、ポリオール樹脂、フェノール樹脂、シリコーン樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド
樹脂、フラン樹脂、エポキシ樹脂、キシレン樹脂、テルペン樹脂、クマロンインデン樹脂
、ポリカーボネート樹脂、石油系樹脂、などが挙げられる。
　前記スチレン系単量体としては、例えば、スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチル
スチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－フエニルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－
ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－アミルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－



(12) JP 4607029 B2 2011.1.5

10

20

30

40

50

へキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシ
ルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－クロルスチレン、
３，４－ジクロロスチレン、ｍ－ニトロスチレン、ｏ－ニトロスチレン、ｐ－ニトロスチ
レン等のスチレン、又はその誘導体、などが挙げられる。
　前記アクリル系単量体としては、例えば、アクリル酸、あるいはアクリル酸メチル、ア
クリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、
アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸ｎ－ドデシル、アクリル酸２－エチルへキシル、ア
クリル酸ステアリル、アクリル酸２－クロルエチル、アクリル酸フェニル等のアクリル酸
、又はそのエステル類、などが挙げられる。
　前記メタクリル系単量体としては、例えば、メタクリル酸、メタクリル酸メチル、メタ
クリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブ
チル、メタクリル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸ｎ－ドデシル、メタクリル酸２－エチル
へキシル、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミ
ノエチル、メタクリル酸ジエチルアミノエチル等のメタクリル酸又はそのエステル類、な
どが挙げられる。
　前記ビニル重合体、又は共重合体を形成する他のモノマーの例としては、以下の（１）
～（１８）が挙げられる。（１）エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレン等のモ
ノオレフイン類；（２）ブタジエン、イソプレン等のポリエン類；（３）塩化ビニル、塩
化ビニルデン、臭化ビニル、フッ化ビニル等のハロゲン化ビニル類；（４）酢酸ビニル、
プロピオン酸ビニル、安息香酸ビニル等のビニルエステル類；（５）ビニルメチルエーテ
ル、ビニルエチルエーテル、ビニルイソブチルエーテル等のビニルエーテル類；（６）ビ
ニルメチルケトン、ビニルヘキシルケトン、メチルイソプロペニルケトン等のビニルケト
ン類；（７）Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルカルバゾール、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ
－ビニルピロリドン等のＮ－ビニル化合物；（８）、ビニルナフタリン類；（９）アクリ
ロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルアミド等のアクリル酸若しくはメタクリル酸
誘導体等；（１０）マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、アルケニルコハク酸、フマ
ル酸、メサコン酸の如き不飽和二塩基酸；（１１）マレイン酸無水物、シトラコン酸無水
物、イタコン酸無水物、アルケニルコハク酸無水物の如き不飽和二塩基酸無水物；（１２
）マレイン酸モノメチルエステル、マレイン酸モノエチルエステル、マレイン酸モノブチ
ルエステル、シトラコン酸モノメチルエステル、シトラコン酸モノエチルエステル、シト
ラコン酸モノブチルエステル、イタコン酸モノメチルエステル、アルケニルコハク酸モノ
メチルエステル、フマル酸モノメチルエステル、メサコン酸モノメチルエステルの如き不
飽和二塩基酸のモノエステル；（１３）ジメチルマレイン酸、ジメチルフマル酸の如き不
飽和二塩基酸エステル；（１４）クロトン酸、ケイヒ酸の如きα，β－不飽和酸；（１５
）クロトン酸無水物、ケイヒ酸無水物の如きα，β－不飽和酸無水物；（１６）該α，β
－不飽和酸と低級脂肪酸との無水物、アルケニルマロン酸、アルケニルグルタル酸、アル
ケニルアジピン酸、これらの酸無水物及びこれらのモノエステルの如きカルボキシル基を
有するモノマー；（１７）２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメ
タクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート等のアクリル酸又はメタクリル酸
ヒドロキシアルキルエステル類；（１８）４－（１－ヒドロキシ－１－メチルブチル）ス
チレン、４－（１－ヒドロキシ－１－メチルへキシル）スチレンの如きヒドロキシ基を有
するモノマー。
　本発明のトナーにおいて、結着樹脂のビニル重合体、又は共重合体は、ビニル基を２個
以上有する架橋剤で架橋された架橋構造を有していてもよい。この場合に用いられる架橋
剤としては、芳香族ジビニル化合物として、例えば、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタ
レン、などが挙げられる。アルキル鎖で結ばれたジアクリレート化合物類として、例えば
、エチレングリコールジアクリレート、１，３－ブチレングリコールジアクリレート、１
，４－ブタンジオールジアクリレート、１，５－ペンタンジオールジアクリレート、１，
６へキサンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、これらの
化合物のアクリレートをメタクリレートに代えたもの、などが挙げられる。エーテル結合
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を含むアルキル鎖で結ばれたジアクリレート化合物類として、例えば、ジエチレングリコ
ールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコー
ルジアクリレート、ポリエチレングリコール＃４００ジアクリレート、ポリエチレングリ
コール＃６００ジアクリレート、ジプロピレングリコールジアクリレート、これらの化合
物のアクリレートをメタアクリレートに代えたもの、などが挙げられる。
【００２７】
　その他、芳香族基及びエーテル結合を含む鎖で結ばれたジアクリレート化合物、ジメタ
クリレート化合物も挙げられる。ポリエステル型ジアクリレート類として、例えば、商品
名ＭＡＮＤＡ（日本化薬社製）が挙げられる。
【００２８】
　多官能の架橋剤としては、ペンタエリスリトールトリアクリレート、トリメチロールエ
タントリアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメ
タンテトラアクリレート、オリゴエステルアクリレート及び以上の化合物のアクリレート
をメタクリレートに代えたもの、トリアリルシアヌレート、トリアリルトリメリテートが
挙げられる。
【００２９】
　これらの架橋剤は、前記ビニル重合体、又は共重合体を形成する他のモノマー１００質
量部に対して、０．０１～１０質量部用いることが好ましく、０．０３～５質量部用いる
ことがより好ましい。これらの架橋剤のうち、トナー用樹脂に定着性、耐オフセット性の
点から、芳香族ジビニル化合物（特にジビニルベンゼン）、芳香族基及びエーテル結合を
１つ含む結合鎖で結ばれたジアクリレート化合物類が好適に挙げられる。これらの中でも
、スチレン系共重合体、スチレン－アクリル系共重合体となるようなモノマーの組み合わ
せが好ましい。
【００３０】
　本発明のビニル重合体又は共重合体の製造に用いられる重合開始剤としては、例えば、
２，２'－アゾビスイソブチロニトリル、２，２'－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジ
メチルバレロニトリル）、２，２'－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２
，２'－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、ジメチル－２，２'－アゾビスイソブチ
レート、１，１'－アゾビス（１－シクロへキサンカルボニトリル）、２－（カルバモイ
ルアゾ）－イソブチロニトリル、２，２'－アゾビス（２，４，４－トリメチルペンタン
）、２－フェニルアゾ－２'，４'－ジメチル－４'－メトキシバレロニトリル、２，２'－
アゾビス（２－メチルプロパン）、メチルエチルケトンパ－オキサイド、アセチルアセト
ンパーオキサイド、シクロへキサノンパーオキサイド等のケトンパーオキサイド類、２，
２－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、ｔｅｒｔ－ブチルハイドロパーオキサ
イド、クメンハイドロパーオキサイド、１，１，３，３－テトラメチルブチルハイドロパ
ーオキサイド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルクミルパーオキ
サイド、ジークミルパーオキサイド、α－（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）イソプロピル
べンゼン、イソブチルパーオキサイド、オクタノイルパーオキサイド、デカノイルパーオ
キサイド、ラウロイルパーオキサイド、３，５，５－トリメチルヘキサノイルパーオキサ
イド、ベンゾイルパーオキサイド、ｍ－トリルパーオキサイド、ジ－イソプロピルパーオ
キシジカーボネート、ジ－２－エチルへキシルパーオキシジカーボネート、ジ－ｎ－プロ
ピルパーオキシジカーボネート、ジ－２－エトキシエチルパーオキシカーボネート、ジ－
エトキシイソプロピルパーオキシジカーボネート、ジ（３－メチル－３－メトキシブチル
）パーオキシカーボネート、アセチルシクロへキシルスルホニルパーオキサイド、ｔｅｒ
ｔ－ブチルパーオキシアセテート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔｅｒ
ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルへキサレート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシラウレー
ト、ｔｅｒｔ－ブチル－オキシベンゾエ－ト、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピル
カーボネート、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソフタレート、ｔｅｒｔ－ブチルパー
オキアリルカーボネート、イソアミルパーオキシ－２－エチルへキサノエート、ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチルパーオキシへキサハイドロテレフタレート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシア
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ゼレート、などが挙げられる。
【００３１】
　前記結着樹脂がスチレン－アクリル系樹脂の場合、樹脂成分のテトラヒドロフラン（Ｔ
ＨＦ）に可溶分のＧＰＣによる分子量分布で、分子量３，０００～５０，０００（数平均
分子量換算）の領域に少なくとも１つのピークが存在し、分子量１００，０００以上の領
域に少なくとも１つのピークが存在する樹脂が、定着性、オフセット性、保存性の点で好
ましい。また、ＴＨＦ可溶分としては、分子量分布１００，０００以下の成分が５０～９
０％となるような結着樹脂が好ましく、分子量５，０００～３０，０００の領域にメイン
ピークを有する結着樹脂がより好ましく、５，０００～２０，０００の領域にメインピー
クを有する結着樹脂が最も好ましい。
　前記結着樹脂がスチレン－アクリル系樹脂等のビニル重合体のときの酸価としては、０
．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～１００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましく、０．１ｍｇＫＯＨ／
ｇ～７０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましく、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～５０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇであることが最も好ましい。
【００３２】
　前記ポリエステル系重合体を構成するモノマーとしては、以下のものが挙げられる。
　２価のアルコール成分としては、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール
、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、ジエチ
レングリコール、トリエチレングリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－へキサ
ンジオール、ネオペンチルグリコール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、水素化
ビスフェノールＡ、又は、ビスフェノールＡにエチレンオキシド、プロピレンオキシド等
の環状エーテルが重合して得られるジオール、などが挙げられる。
　ポリエステル樹脂を架橋させるためには、３価以上のアルコールを併用することが好ま
しい。
　前記３価以上の多価アルコールとしては、ソルビトール、１，２，３，６－ヘキサンテ
トロール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、例えば、ジペンタエリスリトー
ル、トリペンタエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタト
リオール、グリセロール、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，４－ブ
タントリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、１，３，５－トリヒ
ドロキシベンゼン、などが挙げられる。
【００３３】
　前記ポリエステル系重合体を形成する酸成分としては、例えば、フタル酸、イソフタル
酸、テレフタル酸等のべンゼンジカルボン酸類又はその無水物、コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸、アゼライン酸等のアルキルジカルボン酸類又はその無水物、マレイン酸、シ
トラコン酸、イタコン酸、アルケニルコハク酸、フマル酸、メサコン酸等の不飽和二塩基
酸、マレイン酸無水物、シトラコン酸無水物、イタコン酸無水物、アルケニルコハク酸無
水物等の不飽和二塩基酸無水物、などがあげられる。また、３価以上の多価カルボン酸成
分としては、トリメット酸、ピロメット酸、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，
２，５－ベンゼントリカルボン酸、２，５，７－ナフタレントリカルボン酸、１，２，４
－ナフタレントリカルボン酸、１，２，４－ブタントリカルボン酸、１，２，５－ヘキサ
ントリカルボン酸、１，３－ジカルボキシ－２－メチル－２－メチレンカルボキシプロパ
ン、テトラ（メチレンカルボキシ）メタン、１，２，７，８－オクタンテトラカルボン酸
、エンポール三量体酸、又はこれらの無水物、部分低級アルキルエステル、などが挙げら
れる。
【００３４】
　前記結着樹脂がポリエステル系樹脂の場合は、樹脂成分のＴＨＦ可溶成分の分子量分布
で、分子量３千～５万の領域に少なくとも１つのピークが存在するのが、トナーの定着性
、耐オフセット性の点で好ましく、また、ＴＨＦ可溶分としては、分子量１０万以下の成
分が６０～１００％となるような結着樹脂も好ましく、分子量５千～２万の領域に少なく
とも１つのピークが存在する結着樹脂がより好ましい。
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　前記結着樹脂がポリエステル樹脂の場合、その酸価としては、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～
１００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましく、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～７０ｍｇＫＯＨ／
ｇであることがより好ましく、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが
最も好ましい。
　本発明において、前記結着樹脂の分子量分布は、ＴＨＦを溶媒としたゲルパーミエーシ
ョンクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定される。
【００３５】
　本発明のトナーに使用できる前記結着樹脂としては、前記ビニル重合体成分及びポリエ
ステル系樹脂成分の少なくともいずれか中に、これらの両樹脂成分と反応し得るモノマー
成分を含む樹脂も使用することができる。ポリエステル系樹脂成分を構成するモノマーの
うちビニル重合体と反応し得るものとしては、例えば、フタル酸、マレイン酸、シトラコ
ン酸、イタコン酸等の不飽和ジカルボン酸又はその無水物、などが挙げられる。ビニル重
合体成分を構成するモノマーとしては、カルボキシル基又はヒドロキシ基を有するものや
、アクリル酸若しくはメタクリル酸エステル類が挙げられる。
　また、ポリエステル系重合体、ビニル重合体とその他の結着樹脂を併用する場合、全体
の結着樹脂の酸価が０．１～５０ｍｇＫＯＨ／ｇを有する樹脂を６０質量％以上有するも
のが好ましい。
　本発明において、トナー組成物の前記結着樹脂成分の酸価は、以下の方法により求め、
基本操作はＪＩＳ　Ｋ－００７０に準ずる。
（１）試料は予め前記結着樹脂（重合体成分）以外の添加物を除去して使用するか、前記
結着樹脂及び架橋された前記結着樹脂以外の成分の酸価及び含有量を予め求めておく。試
料の粉砕品０．５～２．０ｇを精秤し、重合体成分の重さをＷｇとする。例えば、トナー
から前記結着樹脂の酸価を測定する場合は、着色剤又は磁性体等の酸価及び含有量を別途
測定しておき、計算により前記結着樹脂の酸価を求める。
（２）３００ｍｌのビーカーに試料を入れ、トルエン／エタノール（体積比４／１）の混
合液１５０（ｍｌ）を加え溶解する。
（３）０．１ｍｏｌ／ｌのＫＯＨのエタノール溶液を用いて、電位差滴定装置を用いて滴
定する。
（４）この時のＫＯＨ溶液の使用量をＳｍｌとし、同時にブランクを測定し、この時のＫ
ＯＨ溶液の使用量をＢｍｌとし、以下の式（１）で算出する。ただしｆはＫＯＨのファク
ターである。
　酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）＝[（Ｓ－Ｂ）×ｆ×５．６１]／Ｗ　　（１）
　トナーの前記結着樹脂及び前記結着樹脂を含む組成物は、トナー保存性の観点から、ガ
ラス転移温度（Ｔｇ）が３５～８０℃であるのが好ましく、４０～７５℃であるのがより
好ましい。Ｔｇが３５℃より低いと高温雰囲気下でトナーが劣化しやすく、また定着時に
オフセットが発生しやすくなることがある。また、Ｔｇが８０℃を超えると、定着性が低
下することがある。
【００３６】
　本発明で使用できる磁性体としては、例えば、（１）マグネタイト、マグヘマイト、フ
ェライトの如き磁性酸化鉄、及び他の金属酸化物を含む酸化鉄、（２）鉄、コバルト、ニ
ッケル等の金属、又は、これらの金属とアルミニウム、コバルト、銅、鉛、マグネシウム
、錫、亜鉛、アンチモン、ベリリウム、ビスマス、カドミウム、カルシウム、マンガン、
セレン、チタン、タングステン、バナジウム等の金属との合金、（３）及びこれらの混合
物、などが用いられる。
　前記磁性体として具体的に例示すると、Ｆｅ３Ｏ4、γ－Ｆｅ２Ｏ３、ＺｎＦｅ２Ｏ４

、Ｙ３Ｆｅ５Ｏ１２、ＣｄＦｅ２Ｏ４、Ｇｄ３Ｆｅ５Ｏ１２、ＣｕＦｅ２Ｏ４、ＰｂＦｅ

１２Ｏ、ＮｉＦｅ２Ｏ４、ＮｄＦｅ２Ｏ、ＢａＦｅ１２Ｏ１９、ＭｇＦｅ２Ｏ４、ＭｎＦ
ｅ２Ｏ４、ＬａＦｅＯ３、鉄粉、コバルト粉、ニッケル粉、などが挙げられる。これらは
、１種単独で使用してもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。これらの中で
も特に、四三酸化鉄、γ－三二酸化鉄の微粉末が好適に挙げられる。
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　また、異種元素を含有するマグネタイト、マグヘマイト、フェライト等の磁性酸化鉄、
又はその混合物も使用できる。異種元素を例示すると、例えば、リチウム、ベリリウム、
ホウ素、マグネシウム、アルミニウム、ケイ素、リン、ゲルマニウム、ジルコニウム、錫
、イオウ、カルシウム、スカンジウム、チタン、バナジウム、クロム、マンガン、コバル
ト、ニッケル、銅、亜鉛、ガリウム、などが挙げられる。好ましい異種元素としては、マ
グネシウム、アルミニウム、ケイ素、リン、又はジルコニウムから選択される。異種元素
は、酸化鉄結晶格子の中に取り込まれていてもよいし、酸化物として酸化鉄中に取り込ま
れていてもよいし、又は表面に酸化物あるいは水酸化物として存在していてもよいが、酸
化物として含有されているのが好ましい。
　前記異種元素は、前記磁性体生成時にそれぞれの異種元素の塩を混在させ、ｐＨ調整に
より、粒子中に取り込むことができる。また、前記磁性体粒子生成後にｐＨ調整、あるい
は各々の元素の塩を添加しｐＨ調整することにより、粒子表面に析出することができる。
　前記磁性体の使用量としては、前記結着樹脂１００質量部に対して、前記磁性体１０～
２００質量部が好ましく、２０～１５０質量部がより好ましい。これらの磁性体の個数平
均粒径としては、０．１～２μｍが好ましく、０．１～０．５μｍがより好ましい。前記
個数平均径は、透過電子顕微鏡により拡大撮影した写真をデジタイザー等で測定すること
により求めることができる。
　また、前記磁性体の磁気特性としては、１０Ｋエルステッド印加での磁気特性がそれぞ
れ、抗磁力２０～１５０エルステッド、飽和磁化５０～２００ｅｍｕ／ｇ、残留磁化２～
２０ｅｍｕ／ｇのものが好ましい。
　前記磁性体は、着色剤としても使用することができる。
【００３７】
－－着色剤－－
　前記着色剤としては、特に制限はなく、通常使用される樹脂を適宜選択して使用するこ
とができるが、例えば、カーボンブラック、ニグロシン染料、鉄黒、ナフトールイエロー
Ｓ、ハンザイエロー（１０Ｇ、５Ｇ、Ｇ）、カドミウムイエロー、黄色酸化鉄、黄土、黄
鉛、チタン黄、ポリアゾイエロー、オイルイエロー、ハンザイエロー（ＧＲ、Ａ、ＲＮ、
Ｒ）、ピグメントイエローＬ、ベンジジンイエロー（Ｇ、ＧＲ）、パーマネントイエロー
（ＮＣＧ）、バルカンファストイエロー（５Ｇ、Ｒ）、タートラジンレーキ、キノリンイ
エローレーキ、アンスラザンイエローＢＧＬ、イソインドリノンイエロー、ベンガラ、鉛
丹、鉛朱、カドミウムレッド、カドミウムマーキュリレッド、アンチモン朱、パーマネン
トレッド４Ｒ、パラレッド、ファイセーレッド、パラクロルオルトニトロアニリンレッド
、リソールファストスカーレットＧ、ブリリアントファストスカーレット、ブリリアント
カーンミンＢＳ、パーマネントレッド（Ｆ２Ｒ、Ｆ４Ｒ、ＦＲＬ、ＦＲＬＬ、Ｆ４ＲＨ）
、ファストスカーレットＶＤ、ベルカンファストルビンＢ、ブリリアントスカーレットＧ
、リソールルビンＧＸ、パーマネントレッドＦ５Ｒ、ブリリアントカーミン６Ｂ、ポグメ
ントスカーレット３Ｂ、ボルドー５Ｂ、トルイジンマルーン、パーマネントボルドーＦ２
Ｋ、ヘリオボルドーＢＬ、ボルドー１０Ｂ、ボンマルーンライト、ボンマルーンメジアム
、エオシンレーキ、ローダミンレーキＢ、ローダミンレーキＹ、アリザリンレーキ、チオ
インジゴレッドＢ、チオインジゴマルーン、オイルレッド、キナクリドンレッド、ピラゾ
ロンレッド、ポリアゾレッド、クロームバーミリオン、ベンジジンオレンジ、ペリノンオ
レンジ、オイルオレンジ、コバルトブルー、セルリアンブルー、アルカリブルーレーキ、
ピーコックブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ、無金属フタロシアニンブルー、フタ
ロシアニンブルー、ファストスカイブルー、インダンスレンブルー（ＲＳ、ＢＣ）、イン
ジゴ、群青、紺青、アントラキノンブルー、ファストバイオレットＢ、メチルバイオレッ
トレーキ、コバルト紫、マンガン紫、ジオキサンバイオレット、アントラキノンバイオレ
ット、クロムグリーン、ジンクグリーン、酸化クロム、ピリジアン、エメラルドグリーン
、ピグメントグリーンＢ、ナフトールグリーンＢ、グリーンゴールド、アシッドグリーン
レーキ、マラカイトグリーンレーキ、フタロシアニングリーン、アントラキノングリーン
、酸化チタン、亜鉛華、リトボン及びこれらの混合物、などが挙げられる。
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　前記着色剤の含有量としては、トナーに対して１～１５質量％が好ましく、３～１０質
量％がより好ましい。
【００３８】
　本発明で用いる着色剤は、樹脂と複合化されたマスターバッチとして用いることもでき
る。マスターバッチとともに混練されるバインダー樹脂としては、先にあげた変性、未変
性ポリエステル樹脂の他に、例えば、ポリスチレン、ポリ－ｐ－クロロスチレン、ポリビ
ニルトルエンなどのスチレン及びその置換体の重合体；スチレン－ｐ－クロロスチレン共
重合体、スチレン－プロピレン共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン
－ビニルナフタリン共重合体、スチレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリ
ル酸エチル共重合体、スチレン－アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オク
チル共重合体、スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル
共重合体、スチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、スチレン－α－クロルメタクリル酸
メチル共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ビニルメチルケトン
共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－イソプレン共重合体、スチレン－
アクリロニトリル－インデン共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレ
イン酸エステル共重合体などのスチレン系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブ
チルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキシポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド、
ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂肪
族又は脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂、塩素化パラフィン、パラフィンワックス
、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を混合して使用
してもよい。
　前記マスターバッチは、マスターバッチ用の樹脂と着色剤とを高せん断力をかけて混合
、混練して得る事ができる。この際、着色剤と樹脂の相互作用を高めるために、有機溶剤
を用いる事ができる。また、いわゆるフラッシング法と呼ばれる着色剤の、水を含んだ水
性ペーストを、樹脂と有機溶剤とともに混合混練し、着色剤を樹脂側に移行させ、水分と
有機溶剤成分を除去する方法も、着色剤のウエットケーキをそのまま用いることができる
ため、乾燥する必要がなく、好適に使用される。混合混練するには、３本ロールミル等の
高せん断分散装置が好適に使用される。
　前記マスターバッチの使用量としては、前記結着樹脂１００量部に対して、０．１～２
０質量部が好ましい。
【００３９】
　また、前記マスターバッチ用の樹脂は、酸価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、アミン価が１
～１００で、着色剤を分散させて使用することが好ましく、酸価が２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以
下、アミン価が１０～５０で、着色剤を分散させて使用することがより好ましい。酸価が
３０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、高湿下での帯電性が低下し、顔料分散性も不十分となる
ことがある。また、アミン価が１未満であるとき、及び、アミン価が１００を超えるとき
にも、顔料分散性が不十分となることがある。なお、酸価はＪＩＳ　Ｋ００７０に記載の
方法により測定することができ、アミン価はＪＩＳ　Ｋ７２３７に記載の方法により測定
することができる。
　また、分散剤は、顔料分散性の点で、前記結着樹脂との相溶性が高いことが好ましく、
具体的な市販品としては、「アジスパーＰＢ８２１」、「アジスパーＰＢ８２２」（味の
素ファインテクノ社製）、「Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２００１」（ビックケミー社製）、「
ＥＦＫＡ－４０１０」（ＥＦＫＡ社製）、などが挙げられる。
　前記分散剤は、トナー中に、前記着色剤に対して０．１～１０質量％の割合で配合する
ことが好ましい。配合割合が０．１質量％未満であると、顔料分散性が不十分となること
があり、１０質量％より多いと、高湿下での帯電性が低下することがある。
　前記分散剤の質量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーにおけるス
チレン換算質量での、メインピークの極大値の分子量で、５００～１００，０００が好ま
しく、顔料分散性の観点から、３，０００～１００，０００がより好ましい。特に、５，
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０００～５０，０００が好ましく、５，０００～３０，０００が最も好ましい。分子量が
５００未満であると、極性が高くなり、着色剤の分散性が低下することがあり、分子量が
１００，０００を超えると、溶剤との親和性が高くなり、着色剤の分散性が低下すること
がある。
　前記分散剤の添加量は、前記着色剤１００質量部に対して１～５０質量部であることが
好ましく、５～３０質量部であることがより好ましい。１質量部未満であると分散能が低
くなることがあり、５０質量部を超えると帯電性が低下することがある。
【００４０】
－－その他の成分－－
＜キャリア＞
　本発明のトナーは、キャリアと混合して２成分現像剤として使用してもよい。前記キャ
リアとしては、通常のフェライト、マグネタイト等のキャリアも樹脂コートキャリアも使
用することができる。
　前記樹脂コートキャリアは、キャリアコア粒子とキャリアコア粒子表面を被覆（コート
）する樹脂である被覆材からなる。
　該被覆材に使用する樹脂としては、スチレン－アクリル酸エステル共重合体、スチレン
－メタクリル酸エステル共重合体等のスチレン－アクリル系樹脂、アクリル酸エステル共
重合体、メタクリル酸エステル共重合体等のアクリル系樹脂、ポリテトラフルオロエチレ
ン、モノクロロトリフルオロエチレン重合体、ポリフッ化ビニリデン等のフッ素含有樹脂
、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリビニルブチラール、アミノ
アクリレート樹脂が好適に挙げられる。この他にも、アイオモノマー樹脂、ポリフェニレ
ンサルファイド樹脂等のキャリアの被覆（コート）材として使用できる樹脂が挙げられる
。これらの樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよ
い。
　また、樹脂中に磁性粉が分散されたバインダー型のキャリアコア粒子も用いることがで
きる。
　樹脂コートキャリアにおいて、キャリアコア粒子の表面を少なくとも樹脂被覆剤で被覆
する方法としては、樹脂を溶剤中に溶解若しくは懸濁せしめて塗布したキャリアコアに付
着せしめる方法、あるいは単に粉体状態で混合する方法が適用できる。
　前記樹脂コートキャリアに対する樹脂被覆材の割合としては、適宜決定すればよいが、
樹脂コートキャリアに対し０．０１～５質量％が好ましく、０．１～１質量％がより好ま
しい。
　２種以上の混合物の被覆（コート）剤で磁性体を被覆する使用例としては、（１）酸化
チタン微粉体１００質量部に対してジメチルジクロロシランとジメチルシリコンオイル（
質量比１：５）の混合物１２質量部で処理したもの、（２）シリカ微粉体１００質量部に
対してジメチルジクロロシランとジメチルシリコンオイル（質量比１：５）の混合物２０
質量部で処理したものが挙げられる。
【００４１】
　前記樹脂中、スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、含フッ素樹脂とスチレン系共重
合体との混合物、シリコーン樹脂が好適に使用され、特にシリコーン樹脂が好ましい。
　前記含フッ素樹脂とスチレン系共重合体との混合物としては、例えば、ポリフッ化ビニ
リデンとスチレン－メタクリ酸メチル共重合体との混合物、ポリテトラフルオロエチレン
とスチレン－メタクリル酸メチル共重合体との混合物、フッ化ビニリデン－テトラフルオ
ロエチレン共重合（共重合体質量比１０：９０～９０：１０）とスチレン－アクリル酸２
－エチルヘキシル共重合体（共重合質量比１０：９０～９０：１０）とスチレン－アクリ
ル酸２－エチルヘキシル－メタクリル酸メチル共重合体（共重合体質量比２０～６０：５
～３０：１０：５０）との混合物が挙げられる。
　前記シリコーン樹脂としては、含窒素シリコーン樹脂及び含窒素シランカップリング剤
と、シリコーン樹脂とが反応することにより生成された、変性シリコーン樹脂が挙げられ
る。
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　前記キャリアコア粒子の磁性材料としては、例えば、フェライト、鉄過剰型フェライト
、マグネタイト、γ－酸化鉄等の酸化物や、鉄、コバルト、ニッケルのような金属、又は
これらの合金を用いることができる。
　また、これらの磁性材料に含まれる元素としては、鉄、コバルト、ニッケル、アルミニ
ウム、銅、鉛、マグネシウム、スズ、亜鉛、アンチモン、ベリリウム、ビスマス、カルシ
ウム、マンガン、セレン、チタン、タングステン、バナジウムが挙げられる。これらの中
でも特に、銅、亜鉛、及び鉄成分を主成分とする銅－亜鉛－鉄系フェライト、マンガン、
マグネシウム及び鉄成分を主成分とするマンガン－マグネシウム－鉄系フェライトが好適
に挙げられる。
【００４２】
　前記キャリアの抵抗値としては、キャリアの表面の凹凸度合い、被覆する樹脂の量を調
整して１０６～１０１０Ω・ｃｍにするのがよい。
　前記キャリアの粒径としては、４～２００μｍのものが使用できるが、１０～１５０μ
ｍが好ましく、２０～１００μｍがより好ましい。特に、樹脂コートキャリアは、５０％
粒径が２０～７０μｍであることが好ましい。
　２成分系現像剤では、キャリア１００質量部に対して、本発明のトナー１～２００質量
部で使用することが好ましく、キャリア１００質量部に対して、トナー２～５０質量部で
使用するのがより好ましい。
【００４３】
＜ワックス＞
　また、本発明では、結着樹脂、着色剤とともにワックスを含有させることもできる。
　本発明のワックスとしては、特に制限はなく、通常使用されるものを適宜選択して使用
することができるが、例えば、低分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、ポリオ
レフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、パラフィンワックス、サゾールワッ
クス等の脂肪族炭化水素系ワックス、酸化ポリエチレンワックス等の脂肪族炭化水素系ワ
ックスの酸化物又はそれらのブロック共重合体、キャンデリラワックス、カルナバワック
ス、木ろう、ホホバろう等の植物系ワックス、みつろう、ラノリン、鯨ろう等の動物系ワ
ックス、オゾケライト、セレシン、ペテロラタム等の鉱物系ワックス、モンタン酸エステ
ルワックス、カスターワックスの等の脂肪酸エステルを主成分とするワックス類。脱酸カ
ルナバワックスの等の脂肪酸エステルを一部又は全部を脱酸化したもの、などが挙げられ
る。
　前記ワックスの例としては、更に、パルミチン酸、ステアリン酸、モンタン酸、あるい
は更に直鎖のアルキル基を有する直鎖アルキルカルボン酸類等の飽和直鎖脂肪酸、プラン
ジン酸、エレオステアリン酸、バリナリン酸等の不飽和脂肪酸、ステアリルアルコール、
エイコシルアルコール、ベヘニルアルコール、カルナウピルアルコール、セリルアルコー
ル、メシリルアルコール、あるいは長鎖アルキルアルコール等の飽和アルコール、ソルビ
トール等の多価アルコール、リノール酸アミド、オレフィン酸アミド、ラウリン酸アミド
等の脂肪酸アミド、メチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、ヘ
キサメチレンビスステアリン酸アミド等の飽和脂肪酸ビスアミド、エチレンビスオレイン
酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ'－ジオレイルアジピン酸アミ
ド、Ｎ，Ｎ'－ジオレイルセパシン酸アミド等の不飽和脂肪酸アミド類、ｍ－キシレンビ
スステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ－ジステアリルイソフタル酸アミド等の芳香族系ビスアミ
ド、ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸
マグネシウム等の脂肪酸金属塩、脂肪族炭化水素系ワックスにスチレンやアクリル酸等の
ビニル系モノマーを用いてグラフト化させたワックス、ベヘニン酸モノグリセリド等の脂
肪酸と多価アルコールの部分エステル化合物、植物性油脂を水素添加することによって得
られるヒドロキシル基を有するメチルエステル化合物が挙げられる。
　より好適な例としては、オレフィンを高圧下でラジカル重合したポリオレフィン、高分
子量ポリオレフィン重合時に得られる低分子量副生成物を精製したポリオレフィン、低圧
下でチーグラー触媒、メタロセン触媒の如き触媒を用いて重合したポリオレフィン、放射
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線、電磁波又は光を利用して重合したポリオレフィン、高分子量ポリオレフィンを熱分解
して得られる低分子量ポリオレフィン、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワッ
クス、フィツシャートロプシュワックス、ジントール法、ヒドロコール法、アーゲ法等に
より合成される合成炭化水素ワックス、炭素数１個の化合物をモノマーとする合成ワック
ス、水酸基又はカルボキシル基の如き官能基を有する炭化水素系ワックス、炭化水素系ワ
ックスと官能基を有する炭化水素系ワックスとの混合物、これらのワックスを母体として
スチレン、マレイン酸エステル、アクリレート、メタクリレート、無水マレイン酸の如き
ビニルモノマーでグラフト変性したワックスが挙げられる。
　また、これらのワックスを、プレス発汗法、溶剤法、再結晶法、真空蒸留法、超臨界ガ
ス抽出法又は溶液晶析法を用いて分子量分布をシャープにしたものや、低分子量固形脂肪
酸、低分子量固形アルコール、低分子量固形化合物、その他の不純物を除去したものも好
ましく用いられる。
　前記ワックスの融点としては、定着性と耐オフセット性のバランスを取るために、７０
～１４０℃であることが好ましく、７０～１２０℃であることがより好ましい。７０℃未
満では耐ブロッキング性が低下することがあり、１４０℃を超えると耐オフセット効果が
発現しにくくなることがある。
【００４４】
　また、２種以上の異なる種類のワックスを併用することにより、ワックスの作用である
可塑化作用と離型作用を同時に発現させることができる。
　前記可塑化作用を有するワックスの種類としては、例えば、融点の低いワックス、分子
の構造上に分岐のあるものや極性基を有する構造のもの、などが挙げられる。
　前記離型作用を有するワックスとしては、融点の高いワックスが挙げられ、その分子の
構造としては、直鎖構造のものや、官能基を有さない無極性のものが挙げられる。使用例
としては、２種以上の異なるワックスの融点の差が１０℃～１００℃のものの組み合わせ
や、ポリオレフィンとグラフト変性ポリオレフィンの組み合わせ、などが挙げられる。
　２種のワックスを選択する際には、同様構造のワックスの場合は、相対的に、融点の低
いワックスが可塑化作用を発揮し、融点の高いワックスが離型作用を発揮する。この時、
融点の差が１０～１００℃の場合に、機能分離が効果的に発現する。１０℃未満では機能
分離効果が表れにくいことがあり、１００℃を超える場合には相互作用による機能の強調
が行われにくいことがある。このとき、機能分離効果を発揮しやすくなる傾向があること
から、少なくとも一方のワックスの融点が７０～１２０℃であることが好ましく、７０～
１００℃であることがより好ましい。
　前記ワックスは、相対的に、枝分かれ構造のものや官能基の如き極性基を有するものや
主成分とは異なる成分で変性されたものが可塑作用を発揮し、より直鎖構造のものや官能
基を有さない無極性のものや未変性のストレートなものが離型作用を発揮する。好ましい
組み合わせとしては、エチレンを主成分とするポリエチレンホモポリマー又はコポリマー
とエチレン以外のオレフィンを主成分とするポリオレフィンホモポリマー又はコポリマー
の組み合わせ、ポリオレフィンとグラフト変成ポリオレフィンの組み合わせ、アルコール
ワックス、脂肪酸ワックス又はエステルワックスと炭化水素系ワックスの組み合わせ、フ
イシャートロプシュワックス又はポリオレフィンワックスとパラフィンワックス又はマイ
クロクリスタルワックスの組み合わせ、フィッシャートロプシュワックスとポルリオレフ
ィンワックスの組み合わせ、パラフィンワックスとマイクロクリスタルワックスの組み合
わせ、カルナバワックズ、キャンデリラワックス、ライスワックス又はモンタンワックス
と炭化水素系ワックスの組み合わせが挙げられる。
　いずれの場合においても、トナー保存性と定着性のバランスをとりやすくなることから
、トナーのＤＳＣ測定において観測される吸熱ピークにおいて、７０～１１０℃の領域に
最大ピークのピークトップ温度があることが好ましく、７０～１１０℃の領域に最大ピー
クを有しているのがより好ましい。
　前記ワックスの総含有量としては、前記結着樹脂１００質量部に対し、０．２～２０質
量部が好ましく、０．５～１０質量部がより好ましい。
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　本発明では、ＤＳＣにおいて測定されるワックスの吸熱ピークの最大ピークのピークト
ップの温度をもってワックスの融点とする。
　前記ワックス又はトナーのＤＳＣ測定機器としては、高精度の内熱式入力補償型の示差
走査熱量計で測定することが好ましい。測定方法としては、ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２
に準じて行う。本発明に用いられるＤＳＣ曲線は、１回昇温、降温させ前履歴を取った後
、温度速度１０℃／ｍｉｎで、昇温させた時に測定されるものを用いる。
【００４５】
＜流動性向上剤＞
　本発明のトナーには、流動性向上剤を添加してもよい。該流動性向上剤は、トナー表面
に添加することにより、トナーの流動性を改善（流動しやすくなる）するものである。
　前記流動性向上剤としては、例えば、カーボンブラック、フッ化ビニリデン微粉末、ポ
リテトラフルオロエチレン微粉末の如きフッ素系樹脂粉末、湿式製法シリカ、乾式製法シ
リカの如き微粉末シリカ、微粉未酸化チタン、微粉未アルミナ、それらをシランカップリ
ング剤、チタンカップリング剤若しくはシリコーンオイルにより表面処理を施した処理シ
リカ、処理酸化チタン、処理アルミナ、などが挙げられる。これらの中でも、微粉末シリ
カ、微粉未酸化チタン、微粉未アルミナが好ましく、また、これらをシランカップリング
剤やシリコーンオイルにより表面処理を施した処理シリカが更に好ましい。
　前記流動性向上剤の粒径としては、平均一次粒径として、０．００１～２μｍであるこ
とが好ましく、０．００２～０．２μｍであることがより好ましい。
　前記微粉末シリカは、ケイ素ハロゲン化含物の気相酸化により生成された微粉体であり
、いわゆる乾式法シリカ又はヒュームドシリカと称されるものである。
　ケイ素ハロゲン化合物の気相酸化により生成された市販のシリカ微粉体としては、例え
ば、ＡＥＲＯＳＩＬ（日本アエロジル社商品名、以下同じ）－１３０、－３００、－３８
０、－ＴＴ６００、－ＭＯＸ１７０、－ＭＯＸ８０、－ＣＯＫ８４：Ｃａ－Ｏ－ＳｉＬ（
ＣＡＢＯＴ社商品名）－Ｍ－５、－ＭＳ－７、－ＭＳ－７５、－ＨＳ－５、－ＥＨ－５、
Ｗａｃｋｅｒ　ＨＤＫ（ＷＡＣＫＥＲ－ＣＨＥＭＩＥＧＭＢＨ社商品名）－Ｎ２０　Ｖ１
５、－Ｎ２０Ｅ、－Ｔ３０、－Ｔ４０：Ｄ－ＣＦｉｎｅＳｉ１ｉｃａ（ダウコーニング社
商品名）：Ｆｒａｎｓｏ１（Ｆｒａｎｓｉ１社商品名）、などが挙げられる。
　更には、ケイ素ハロゲン化合物の気相酸化により生成されたシリカ微粉体を疎水化処理
した処理シリカ微粉体がより好ましい。処理シリカ微粉体において、メタノール滴定試験
によって測定された疎水化度が好ましくは３０～８０％の値を示すようにシリカ微粉体を
処理したものが特に好ましい。疎水化は、シリカ微粉体と反応あるいは物理吸着する有機
ケイ素化合物等で化学的あるいは物理的に処理することによって付与される。好ましい方
法としては、ケイ素ハロゲン化合物の気相酸化により生成されたシリカ微粉体を有機ケイ
素化合物で処理する方法がよい。
　前記有機ケイ素化合物としては、ヒドロキシプロピルトリメトキシシラン、フェニルト
リメトキシシラン、ｎ－ヘキサデシルトリメトキシシラン、ｎ－オクタデシルトリメトキ
シシラン、ビニルメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリアセトキシシ
ラン、ジメチルビニルクロロシラン、ジビニルクロロシラン、γ－メタクリルオキシプロ
ピルトリメトキシシラン、へキサメチルジシラン、トリメチルシラン、トリメチルクロロ
シラン、ジメチルジクロロシラン、メチルトリクロロシラン、アリルジメチルクロロシラ
ン、アリルフェニルジクロロシラン、ベンジルジメチルクロロシラン、ブロモメチルジメ
チルクロロシラン、α－クロルエチルトリクロロシラン、β－クロロエチルトリクロロシ
ラン、クロロメチルジメチルクロロシラン、トリオルガノシリルメルカプタン、トリメチ
ルシリルメルカプタン、トリオルガノシリルアクリレート、ビニルジメチルアセトキシシ
ラン、ジメチルエトキシシラン、トリメチルエトキシシラン、トリメチルメトキシシラン
、メチルトリエトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、ジメチルジメトキシシラ
ン、ジフェニルジエトキシシラン、へキサメチルジシロキサン、１，３－ジビニルテトラ
メチルジシロキサン、１，３－ジフエニルテトラメチルジシロキサン及び１分子当り２か
ら１２個のシロキサン単位を有し、未端に位置する単位にそれぞれＳｉに結合した水酸基
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を０～１個含有するジメチルポリシロキサン等がある。更に、ジメチルシリコーンオイル
の如きシリコーンオイルが挙げられる。これらは１種単独で使用してもよいし、２種以上
を混合して使用してもよい。
　流動性向上剤の個数平均粒径としては、５～１００ｎｍになるものが好ましく、５～５
０ｎｍになるものがより好ましい。
　ＢＥＴ法で測定した窒素吸着による比表面積としては、３０ｍ２／ｇ以上が好ましく、
６０～４００ｍ２／ｇがより好ましい。
　表面処理された微粉体としては、２０ｍ２／ｇ以上が好ましく、４０～３００ｍ２／ｇ
がより好ましい。
　これらの流動性向上剤の適用量としては、トナー粒子１００質量部に対して０．０３～
８質量部が好ましい。
【００４６】
　本発明のトナーには、他の添加剤として、静電潜像担持体・キャリアーの保護、クリー
ニング性の向上、熱特性・電気特性・物理特性の調整、抵抗調整、軟化点調整、定着率向
上等を目的として、各種金属石けん、フッ素系界面活性剤、フタル酸ジオクチルや、導電
性付与剤として酸化スズ、酸化亜鉛、カーボンブラック、酸化アンチモン等や、酸化チタ
ン、酸化アルミニウム、アルミナ等の無機微粉体などを必要に応じて添加することができ
る。これらの無機微粉体は、必要に応じて疎水化してもよい。また、ポリテトラフルオロ
エチレン、ステアリン酸亜鉛、ポリフッ化ビニリデン等の滑剤、酸化セシウム、炭化ケイ
素、チタン酸ストロンチウム等の研磨剤、ケーキング防止剤、更に、トナー粒子と逆極性
の白色微粒子及び黒色微粒子とを、現像性向上剤として少量用いることもできる。
　これらの添加剤は、帯電量コントロール等の目的でシリコーンワニス、各種変性シリコ
ーンワニス、シリコーンオイル、各種変性シリコーンオイル、シランカップリング剤、官
能基を有するシランカップリング剤、その他の有機ケイ素化合物等の処理剤、又は種々の
処理剤で処理することも好ましい。
　現像剤を調製する際には、現像剤の流動性や保存性、現像性、転写性を高めるために、
先に挙げた疎水性シリカ微粉末等の無機微粒子を添加混合してもよい。外添剤の混合は、
一般の粉体の混合機を適宜選択して使用することができるが、ジャケット等を装備して、
内部の温度を調節できることが好ましい。外添剤に与える負荷の履歴を変えるには、途中
または漸次外添剤を加えていけばよいし、混合機の回転数、転動速度、時間、温度などを
変化させてもよく、はじめに強い負荷を、次に比較的弱い負荷を与えても良いし、その逆
でも良い。
　使用できる混合機の例としては、例えば、Ｖ型混合機、ロッキングミキサー、レーディ
ゲミキサー、ナウターミキサー、ヘンシェルミキサー、などが挙げられる。
　得られたトナーの形状をさらに調節する方法としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、例えば、結着樹脂、着色剤からなるトナー材料を溶融混練
後、微粉砕したものをハイブリタイザー、メカノフュージョン等を用いて、機械的に形状
を調節する方法や、いわゆるスプレードライ法と呼ばれるトナー材料をトナーバインダー
が可溶な溶剤に溶解分散後、スプレードライ装置を用いて脱溶剤化して球形トナーを得る
方法、水系媒体中で加熱することにより球形化する方法、などが挙げられる。
【００４７】
　前記外添剤としては、無機微粒子を好ましく用いることができる。
　前記無機微粒子としては、例えば、シリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリウム
、チタン酸マグネシウム、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜鉛、酸
化スズ、ケイ砂、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、酸化クロム、酸化セリウム、ペ
ンガラ、三酸化アンチモン、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、硫酸バリウム、炭酸
バリウム、炭酸カルシウム、炭化ケイ素、窒化ケイ素、などを挙げることができる。
　前記無機微粒子の一次粒子径は、５ｍμ～２μｍであることが好ましく、５ｍμ～５０
０ｍμであることがより好ましい。
　前記ＢＥＴ法による比表面積は、２０～５００ｍ２／ｇであることが好ましい。
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　前記無機微粒子の使用割合は、トナーの０．０１～５質量％であることが好ましく、０
．０１～２．０質量％であることがより好ましい。
　この他、高分子系微粒子たとえばソープフリー乳化重合や懸濁重合、分散重合によって
得られるポリスチレン、メタクリル酸エステルやアクリル酸エステル共重合体やシリコー
ン、ベンゾグアナミン、ナイロンなどの重縮合系、熱硬化性樹脂による重合体粒子が挙げ
られる。
　このような外添剤は、表面処理剤により、疎水性を上げ、高湿度下においても外添剤自
身の劣化を防止することができる。
　前記表面処理剤としては、例えば、シランカップリング剤、シリル化剤、フッ化アルキ
ル基を有するシランカップリング剤、有機チタネート系カップリング剤、アルミニウム系
のカップリング剤、シリコーンオイル、変性シリコーンオイル、などが好適に挙げられる
。
　前記無機微粒子の一次粒子径としては、５ｍμ～２μｍであることが好ましく、５ｍμ
～５００ｍμであることがより好ましい。また、ＢＥＴ法による比表面積としては、２０
～５００ｍ２／ｇであることが好ましい。この無機微粒子の使用割合としては、トナーの
０．０１～５質量％であることが好ましく、０．０１～２．０質量％であることがより好
ましい。
【００４８】
　静電潜像担持体や一次転写媒体に残存する転写後の現像剤を除去するためのクリーニン
グ性向上剤としては、例えば、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、ステアリン
酸等の脂肪酸金属塩、ポリメチルメタクリレート微粒子、ポリスチレン微粒子等のソープ
フリー乳化重合によって製造されたポリマー微粒子、などを挙げることかできる。ポリマ
ー微粒子は比較的粒度分布が狭く、体積平均粒径が０．０１～１μｍのものが好ましい。
【００４９】
　本発明の現像方法は、従来の電子写真法に使用する静電潜像担持体が全て使用できるが
、例えば、有機静電潜像担持体、非晶質シリカ静電潜像担持体、セレン静電潜像担持体、
酸化亜鉛静電潜像担持体、などが好適に使用可能である。
【実施例】
【００５０】
　以下、実施例により本発明について詳細に説明するが、本発明は、下記実施例に何ら限
定されるものではない。
【００５１】
（実施例１）
－着色剤分散液の調製－
　先ず、着色剤としての、カーボンブラックの分散液を調製した。
　カーボンブラック（Ｒｅｇａｌ４００；Ｃａｂｏｔ社製）１５質量部、顔料分散剤３質
量部を、酢酸エチル８２質量部に、攪拌羽を有するミキサーを使用し、一次分散させた。
該顔料分散剤としては、アジスパーＰＢ８２１（味の素ファインテクノ社製）を使用した
。得られた一次分散液を、ダイノーミルを用いて強力なせん断力により細かく分散し、凝
集体を完全に除去した虹分散液を調製した。更に、０．４５μｍの細孔を有するフィルタ
ー（ＰＴＦＥ製）を通過させ、サブミクロン領域まで分散させた液を調製した。
【００５２】
－樹脂及びワックスを添加した分散液の調製－
　次に、結着樹脂としての樹脂、及びワックスを添加した下記組成からなる分散液を調製
した。
　結着樹脂としてのポリエステル樹脂１００質量部、前記カーボンブラック分散液３０質
量部、カルナバワックス５質量部を、酢酸エチル１，０００質量部に、着色剤分散液調製
時と同じく、攪拌羽を有するミキサーを使用して、１０分間攪拌を行い、分散させた。溶
媒希釈によるショックで顔料などが凝集することを完全に防止することができた。この段
階の分散液を、着色剤分散液調製時と同様に、０．４５μｍのフィルター（ＰＴＦＥ製）
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で濾過したが、目詰まりの発生はなく、全て通過することを確認した。なお、この分散液
の電解伝導率は３．５×１０-7Ｓ／ｍであった。
【００５３】
－トナーの作製－
　得られた分散液を、図１及び図２に示したトナー製造装置の、ノズル１に供給した。使
用したノズルは、厚み２０μｍのニッケルプレートに、真円形状の直径１０μｍの吐出孔
を、フェムト秒レーザーによる加工で作製した。
　分散液調製後、以下のようなトナー作製条件で、液滴を吐出させた後、該液滴を乾燥固
化することにより、トナーを作製した。
　〔トナー作製条件〕
　　分散液比重　　　：ρ＝１．１８８８ｇ／ｃｍ３

　　乾燥空気流量　　：オリフィスシース　２．０Ｌ／分、装置内エアー　３．０Ｌ／分
　　乾燥空気温度　　：８０～８２℃
　　装置内温度　　　：２７～２８℃
　　露点温度　　　　：－２０℃
　　電極印加電圧　　：２．５ＫＶ
　　ノズル振動数：２２０ｋＨｚ
　乾燥固化したトナー粒子は、１μｍの細孔を有するフィルターで吸引捕集した。捕集し
た粒子の粒度捕集した粒子の粒度分布をフロー式粒子像解析装置（ＦＰＩＡ－２０００）
で測定したところ、質量平均粒径は６．０μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり、完全
に単分散であるトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図３
に示した。
【００５４】
－トナーの評価－
　得られたトナーについて、以下の評価を行った。なお、その結果は表１に示す。
＜粒度分布＞
　本発明のトナーの質量平均粒径（Ｄ４）及び個数平均粒径（Ｄｎ）は、粒度測定器（「
マルチサイザーIII」、ベックマンコールター社製）を用い、アパーチャー径１００μｍ
で測定し、解析ソフト（Ｂｅｃｋｍａｎ Ｃｏｕｌｔｅｒ Ｍｕｔｌｉｓｉｚｅｒ
３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１）にて解析を行った。
　具体的には、ガラス製１００ｍｌビーカーに１０質量％界面活性剤（アルキルベンゼン
スフォン酸塩ネオゲンＳＣ－Ａ、第一工業製薬性）を０．５ｍｌ添加し、各トナーを０．
５ｇ添加してミクロスパーテルでかき混ぜ、次いでイオン交換水を８０ｍｌ添加した。得
られた分散液を超音波分散器（Ｗ－１１３ＭＫ－II、本多電子社製）で１０分間分散処理
した。前記分散液について、前記マルチサイザーIIIにより、測定用溶液としてアイソト
ンIII（ベックマンコールター製）を用いて測定を行った。該測定は、装置が示す濃度が
８±２％になるように前記トナーサンプル分散液を滴下することにより行った。本測定法
は、粒径の測定再現性の点から前記濃度を８±２％にすることが重要である。この濃度範
囲であれば粒径に誤差は生じない。チャンネルとしては、２．００～２．５２μｍ未満；
２．５２～３．１７μｍ未満；３．１７～４．００μｍ未満；４．００～５．０４μｍ未
満；５．０４～６．３５μｍ未満；６．３５～８．００μｍ未満；８．００～１０．０８
μｍ未満；１０．０８～１２．７０μｍ未満；１２．７０～１６．００μｍ未満；１６．
００～２０．２０μｍ未満；２０．２０～２５．４０μｍ未満；２５．４０～３２．００
μｍ未満；３２．００～４０．３０μｍ未満の１３チャンネルを使用し、粒径２．００μ
ｍ以上乃至４０．３０μｍ未満の粒子を対象とした。
　トナー粒子又はトナーの体積及び個数を測定後、体積分布と個数分布を算出した。得ら
れた分布から、トナーの質量平均粒径（Ｄ４）、個数平均粒径（Ｄｎ）を求めることがで
きる。粒度分布の指標としては、トナーの質量平均径（Ｄ４）を個数平均粒径（Ｄｎ）で
除したＤ４／Ｄｎを用いた。完全に単分散であれば１となり、数値が大きいほど分布が広
いことを意味する。
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【００５５】
＜帯電量＞
　吸引式の帯電量測定装置により測定した。具体的には、トナーを捕集できるフィルター
を具備したファラデーケージにトナーを２００～２５０ｍｇの範囲で吸引し、これにエレ
クトロメーターを接続し、吸引したトナーの総電荷量を測定した。この際、予め測定した
フィルター質量からの増加質量をフィルター上のトナー質量として５桁精度の化学天秤で
計量し、総電荷量を捕集したトナー質量で除し、単位質量当たりの帯電量（ｑ／ｍ）を求
めた。同様の測定原理の帯電量測定装置で市販されているものとしてトレックジャパン株
式会社製の「モデル２１０ＨＳ－２Ａ」があるが、同様の構成である自作測定装置を使用
した。トナーを捕集するフィルターとしては、直径２１ｍｍのガラスマイクロファイバー
（Ｗｈａｔｍａｎ）を使用した。吸引する時間による測定差は殆どないが、ここでは吸引
時間を３０秒以内に規定した。
【００５６】
＜常温高湿下（ＮＨ）帯電量＞
　温度３０℃、湿度９０％の環境試験室で上記の帯電量測定法により測定を行った。試料
を１２時間この環境に放置した上で測定を行った。
【００５７】
＜帯電量分布＞
　トナーの帯電量分布は帯電量分布測定装置（ホソカワミクロン社製Ｅ－Ｓｐａｒｔアナ
ライザーＥＳＴ－２型）により測定した。具体的には、トナーを直接測定機のトナー吸入
口に、フィーダーで１分間に５００～６００個の粒子を測定できるように導入し、帯電量
分布を測定した。帯電量の分布を示す指標としては、最頻値（ピーク値）[ｑ／ｄ]、及び
最頻度の２分の１の高さの位置での分布の幅（半値幅）で表した。トナーの特性としては
、帯電量が高くかつ帯電量分布がよりシャープであることが好ましいが、一般的に帯電量
が高くなるほど帯電量分布を示す半値幅も大きくなる傾向がある。最頻値が０．２５ｆＣ
／μｍ以上で且つ帯電量分布の半値幅が０．２以下であれば帯電量分布は優れていると判
断する。
【００５８】
＜細線再現性＞
　現像剤を、市販の複写機（イマジオネオ２７１；リコー社製）の現像器部分を改良した
改造機に入れ、画像占有率７％の印字率でリコー社製６０００ペーパーを用いてランニン
グを実施した。その時の初期１０枚目の画像と３万枚目の画像の細線部を原稿と比較し、
光学顕微鏡で１００倍で拡大観察し、ラインの抜けの状態を段階見本と比較しながら４段
階で評価した。◎＞○＞△＞×の順に画像品質が高い。特に×の評価は製品として採用で
きないレベルである。負帯電極性のトナーの場合には、有機静電潜像担持体を使用し、正
帯電極性のトナーの場合は非晶質シリコン静電潜像担持体を使用した。
　現像方法１では、トナーを気流で直接現像部位にまで搬送し、パウダークラウドにより
現像した。現像方法２では、搬送手段として従来の電子写真で使用される樹脂コートキャ
リアを使用した。キャリアとしては以下のものを用いた。
　〔キャリア〕
　　芯材：平均粒径５０μｍの球形フェライト粒子
　　コート材構成材料：シリコーン樹脂
　シリコーン樹脂をトルエンに分散させ、分散液を調整後、加温状態にて上記芯材にスプ
レーコートし、焼成、冷却後、平均コート樹脂膜厚み０．２μｍのキャリア粒子を作成し
た。
【００５９】
（実施例２）
　実施例１において、吐出孔の直径を５μｍにし、固形分濃度を８倍にした以外は、全て
実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場合もトナーの質量平均粒径は６．０
μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり完全に単分散なトナー母体粒子が得られた。
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　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６０】
（実施例３）
　実施例１において、吐出孔の直径を２０μｍにし、固形分濃度を０．１２５倍にした以
外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場合もトナーの質量平均粒
径は６．０μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり完全に単分散なトナー母体粒子が得ら
れた。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６１】
（実施例４）
　実施例１において、ノズル振動数を４４０ｋＨｚ、シリンジポンプから供給する液流量
を２倍とした以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場合もトナ
ーの質量平均粒径は６．０μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり完全に単分散なトナー
母体粒子が得られた。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６２】
（実施例５）
　実施例１において、ノズル振動数を１１０ｋＨｚ、シリンジポンプから供給する液流量
を０．５倍とした以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場合も
トナーの質量平均粒径は６．０μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり完全に単分散なト
ナー母体粒子が得られた。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６３】
（実施例６）
　実施例１において、ポリエステル樹脂の代わりに、比重１．０５のスチレンアクリル共
重合樹脂を使用した以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場合
もトナーの質量平均粒径は６．０μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり完全に単分散な
トナー母体粒子が得られたが、粒子表面に複数個のディンプル（凹み）が見られることが
、実施例１の結果と異なっていた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図４に示した
。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６４】
（実施例７）
　実施例１で使用したノズルの代わりに、厚み２０μｍのニッケルプレートに、真円形状
の直径１０μｍのノズルをフェムト秒レーザーによる加工で１０個作製し、プレートの中
心直径１．５ｍｍの円の範囲に同心円状に、各ノズルに２０個ずつ、計２００個の吐出孔
を設けた以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場合もトナーの
質量平均粒径は６．０μｍ、個数平均粒径も６．０μｍであり完全に単分散なトナー母体
粒子が得られた。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６５】
（実施例８）
　実施例１において、樹脂およびワックスを添加した分散液に使用する酢酸エチル量を５
，３５０質量部とした以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この場
合もトナーの質量平均粒径は５．０μｍ、個数平均粒径も５．０μｍであり完全に単分散
なトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図５に示した。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６６】
（実施例９）
　実施例１において、樹脂およびワックスを添加した分散液に使用する酢酸エチル量を１



(27) JP 4607029 B2 2011.1.5

10

20

30

40

50

０，４４９質量部とした以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この
場合もトナーの質量平均粒径は４．０μｍ、個数平均粒径も４．０μｍであり完全に単分
散なトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図６に示した。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６７】
（実施例１０）
　実施例１において、樹脂およびワックスを添加した分散液に使用する酢酸エチル量を２
４，７６７質量部とした以外は、全て実施例１と同様にして、目的のトナーを得た。この
場合もトナーの質量平均粒径は３．０μｍ、個数平均粒径も３．０μｍであり完全に単分
散なトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図７に示した。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００６８】
（比較例１）
－分散液の調製－
　着色剤の分散液、樹脂及びワックスを添加した分散液を、実施例１と同様の条件で調製
した。
【００６９】
－トナーの作製－
　実施例１で用いた装置の代わりに、分散液を貯留する貯留部と、この貯留部に圧電体の
伸縮により圧電パルスを与え、液滴をノズルから吐出することが可能なヘッド部とを設け
た装置に変え、以下のようなトナー作製条件で、液滴を吐出させた後、該液滴を乾燥固化
することにより、トナーを作製した。なお、実施例１の装置は、ノズル自身に振動が加え
られる構造であるのに対し、この比較例１の装置は、分散液貯留部に圧電パルスが加えら
れていることが大きな違いである。
　〔トナー作製条件〕
　　分散液比重　　　：ρ＝１．１８８８ｇ／ｃｍ３

　　乾燥空気流量　　：装置内エアー　３．０Ｌ／分
　　乾燥空気温度　　：８０～８２℃
　　装置内温度　　　：２７～２８℃
　　乾燥空気（露点温度）：－２０℃
　　圧電パルス周波数：２０ｋＨｚ
　乾燥固化したトナー粒子は、１μｍの細孔を有するフィルターで吸引捕集した。捕集し
た粒子の粒度捕集した粒子の粒度分布をフロー式粒子像解析装置（ＦＰＩＡ－２０００）
で測定したところ、質量平均粒径は７．８μｍ、個数平均粒径が５．２μｍであり、粒度
分布の広いトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図８に示
した。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００７０】
（比較例２）
－分散液の調製－
　着色剤の分散液、樹脂及びワックスを添加した分散液を、実施例１と同様の条件で調製
した。
【００７１】
－トナーの作製－
　実施例１で用いた装置の代わりに、分散液を貯留する貯留部と、この貯留部に圧電体の
伸縮で発生した圧電パルスを、更に音響レンズにより収束して得た圧力パルスで、液滴を
ノズルから吐出することが可能なヘッド部とを設けた装置に変え、比較例１と同条件でト
ナーを作製した。なお、実施例１の装置は、ノズル自身に振動が加えられる構造であるの
に対し、この比較例２の装置は、分散液貯留部に圧電パルスが加えられていることが大き
な違いである。
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　乾燥固化したトナー粒子は、１μｍの細孔を有するフィルターで吸引捕集した。捕集し
た粒子の粒度捕集した粒子の粒度分布をフロー式粒子像解析装置（ＦＰＩＡ－２０００）
で測定したところ、質量平均粒径は７．２μｍ、個数平均粒径が５．６μｍであり、粒度
分布の広いトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の走査電子顕微鏡写真を図９に示
した。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００７２】
（比較例３）
－分散液の調製－
　着色剤の分散液、樹脂及びワックスを添加した分散液を、実施例１と同様の条件で調製
した。
【００７３】
　実施例１で用いた装置の液滴吐出部の代わりに、分散液を貯留する貯留部と、この貯留
部に貯留された分散液に交流電圧の印加で発熱する発熱体により熱エネルギーを与え、こ
のとき発生する貯留部内の気泡により、体積膨張によりノズルから液滴が吐出することが
可能なヘッド部とを設けた装置に変え、比較例１と同条件でトナーを作製した。
　乾燥固化したトナー粒子は、１μｍの細孔を有するフィルターで吸引捕集した。捕集し
た粒子の粒度捕集した粒子の粒度分布をフロー式粒子像解析装置（ＦＰＩＡ－２０００）
で測定したところ、質量平均粒径は７．９μｍ、個数平均粒径が４．６μｍであり、１μ
ｍ以下の微細粒子が多い、粒度分布の広いトナー母体粒子が得られた。このトナー母体の
走査電子顕微鏡写真を図１０に示した。
　また、得られたトナーについて、上述の評価を行った、結果を表１に示す。
【００７４】
【表１】

　表１に示すように、本発明によりトナーを効率よくトナー化することが可能となり、ま
たそのトナー特性も極めて良好なことが判った。また、本発明で作製したトナーを用いて
現像を行い得られた画像は、静電潜像に忠実な極めて画像品質に優れたものであった。
【産業上の利用可能性】
【００７５】
　本発明のトナーの製造方法、及びトナー製造装置は、トナーを効率よく生産することが
でき、更にこれまでにない粒度の単一分散性を有した粒子であることにより、流動性や帯
電特性といったトナーに求められる多くの特性値において、これまでの製造方法にみられ
た粒子による変動の幅が全くないか、非常に少ないため、電子写真、静電記録、静電印刷
等に於ける静電荷像を現像するための現像剤として好適に用いられる。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】図１は、ノズルを含む装置（トナー製造装置）の概略図である。
【図２】図２は、トナー製造装置のノズル部分を拡大した概略図である。
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【図３】図３は、実施例１において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である。
【図４】図４は、実施例６において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である。
【図５】図５は、実施例８において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である。
【図６】図６は、実施例９において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である。
【図７】図７は、実施例１０において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である
。
【図８】図８は、比較例１において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である。
【図９】図９は、比較例２において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真である。
【図１０】図１０は、比較例３において作製されたトナー母体の走査電子顕微鏡写真であ
る。
【符号の説明】
【００７７】
　　１　　　ノズル
　　２　　　電極
　　３　　　溶媒除去設備
　　４　　　除電器
　　５　　　トナー捕集部
　　６　　　トナー粒子（トナー）
　　７　　　渦流
　　８　　　電界カーテン
　　９　　　液搬送チューブ
　　１０　　　乾燥容器
　　１１　　　液滴
　　１２　　　トナー貯蔵容器
　　１３　　　乾燥気体供給チューブ
　　１４　　　定量ポンプ
　　１５　　　スラリー分散液貯留器
　　１６　　　絶縁性基板
　　１７　　　液供給装置
　　１８　　　直流高圧電源
　　１９　　　Ｏリング
　　２０　　　分散エア
　　２１　　　圧電体
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